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中間報告にあたって 

 

自治基本条例検討市民委員会（区自治協議会準備会の代表者8人，公募委員10人と学識者５人で

構成）は，２００６（平成１８）年１０月以降，計10回の会議を開催し，分権型政令市新潟にふさ

わしい自治基本条例のあり方について，地域自治委員会の意見を踏まえた原案を基に，議論を重ね

てきました。 

この中間報告書は，委員会におけるこれまでの検討の経過をまとめたもので，より広く多くの市

民の皆さんからご意見をいただくための資料です。 

この中間報告書がひとつのきっかけとなって，自治基本条例のあり方，そして，私たちが求める

自治のかたち，まちのあり様について，より広い議論が沸き起こることを期待しています。 

 

２００７（平成１９）年２月２３日 

自治基本条例検討市民委員会 
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Ⅰ 自治基本条例の必要性と意義 

 

 １ 自治基本条例とは 

   自治基本条例とは，「市民主体の市政を行う上で基本的なルールをつくろう」という試みで

す。そして，その基本は，下図のようなものを考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 自治基本条例の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ その他にも２つの社会的背景があります。 

一つは，地方分権の推進です。これまでの「地方分権一括法の制定」や「三位一体改革」

により，自治体は，国の下請け機関から，国と対等の「自治体政府」へと脱皮することが

求められています。これに応えるため，新潟市としても，主体性をもって，個性豊かで活

力に満ちた地域社会を実現するための枠組みが必要となっています。 

もう一つは，社会環境の変化への対応です。市民ニーズやライフスタイルが多様化する

一方で，旧来から地域自治の一部を担っていたコミュニティが弱体化してきています。こ

うした中で，防災や少子高齢化による新たな社会的課題も発生しており，これらに対応し

ていくためには，「協働のまちづくり」による住民自治の充実を図り，市民が主体となっ

た新たな自治のしくみが必要となっています。 

 

市民自治の主役 ＝ 市民 

市民自治の

考え方 
市民の権利

と責務 
市の役割と

責務 
市民参画・市

民協働のル

ール

市民自治の基本ルール ＝ 自治基本条例 

 

○ 分権型政令市の骨格を明示し，市民と共有 

  まず第1に，合併協議で合意された分権型政令市の実現のために，本市の目指す市民自治

や自治体経営の基本理念，原則を明示するとともに，それを市民と共有することが必要と考

えます。 
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 ３ 自治基本条例制定の意義 

私たちは，新潟市の「憲法」ともいうべき基本的な条例として，市民，議会，行政の関係を

定義し，市民自治拡充にとっての身近な指針として自治基本条例を定めることが，分権型政令

市にいがたの新たな市民自治への一歩であると考えており，具体的な意義については，以下の

ように考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自治基本条例で，市民の権利と責務が明確化されることによって，市民の主体性，そして

「自分のまち」であるという公共的意識が育まれ，考えて行動する自律し，自立した市民が

生まれ，市民生活の身近な課題を自分たちで解決する自治のしくみが構築されます。 

 

○ 自治基本条例で，市民を代表する市長の役割と責務を明らかにし，さらに行政運営の基本

的ルールが規定されることで，行政，職員の意識が変わり，行政情報の共有化が促進され，

市民意見が反映された，開かれた行政運営が可能になると同時に，行政の応答性が高まりま

す。また，市民参加・協働の基本原則とともに，具体的な制度・しくみが規定されることで，

市民と行政の協働による課題解決が行われるようになります。 

 

○ 自治基本条例で，市民を代表する議会，議員の役割と責務を一層明らかにすることで，市

民に開かれた身近な議会となり，市民の議会や選挙への関心が高まることが期待されます。

 

○ 条例を市民のための活きた道具として使っていくには，市民側も条例で何が変わるという

受身的な発想でなく，市民が条例を使って何を変えていくのか，何がしたいのかという意識

を持つ必要があります。 

 

○ 議会，市役所，区役所と市民の役割が明確になり，段階的に市民・コミュニティ，議会，

行政（区，市，県，国）といった各主体が責任ある行動をとるように変わっていくことが期

待されます。 
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Ⅱ 自治基本条例素案の基本的な考え方 

 

１ 条例のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例の性格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 全体構成の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   こうした，考え方を基に，素案全体の構成の概要を次のように設定いたしました。 

 

 

 

○ 自治の根幹を定める自治基本条例は，市民にとって分かり易いものとし，市民がその必要

性を実感できるような条例とすることが必要です。 

 

○ 自治基本条例は，地方分権の時代における市民，議会，行政のあり方やそれぞれの関係あ

るいは自治体運営の基本原則などを，市民自らが確認し，策定する憲法（自治体の最高規範）

としての位置づけを明確にする必要があります。また，他の条例・規則は，自治基本条例と

整合性を保つよう規定することが必要です。 

 

○ 一方で，地方分権が進む中で，自治のあり方もまだまだ流動的な側面も多く残されており，

今後とも，その内容を進化させていく必要があります。その意味では，新潟市の憲法として

位置づけるものではありますが，必要に応じて比較的容易に改正が可能なやわらかい条例と

すべきであると考えます。 

 

 

○ 自治基本条例は，新潟市の自治の大綱を示すものであり，自治の基本理念を基に，各主体

共通の基本原則（行動原則），そしてそれに基づく，各主体（市民，議会，行政）の権利や

責務を規定し，その基で，市政運営の原則，その権利や責務を保障する具体的なしくみなど

を構造的にわかりやすく示す必要があります。 

 

○ 個別分野（例えば，福祉，環境，都市計画，教育など）に関する規定は，それぞれの分野

の個別条例等に委ねることを原則として，自治の全体に関わるしくみを市民にわかりやす

く，簡潔に示すことを基本として構成しました。 
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自治基本条例素案の構成概要 

前 文

第１章 総 則

第２章 各主体の責務等

第３章 市政運営

第４章 区における住民
自治

第５章 国及び他の地方公共団体等との協力

条例の目的，用語の意味，条例の位置づけ

自治の基本理念（考え方），共通の行動原則

市民の権利
と責務

市議会の役
割と責務

市長等の役
割と責務

市政運営の基本原則

市民参画を保障する制度や市民協働推進のしくみ

信頼され，公正で効率的な市政を確保するしくみ

区における行政運営（区役所の役割等）

地域協働の推進（住民等の役割，区自治協議会）
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Ⅲ 委員会としての自治基本条例素案（中間とりまとめ案） 

 

前 文 

前文は，法規の本則と一体となる法的性質を持ち，前文自体が直接的に適用されるものではあり

ませんが，後段の各条文の解釈基準になるものとされています。 

このため，前文と各条文の規定を整理した上で，両者で矛盾する事項，あるいは条文として存在

しない事項については盛り込まないとの方針で，それぞれの要素ごとに，例示したものです。前文

は，これらを盛り込んで，格調高く文章化していく必要があります。 

 

 

【市の特性】（新潟市の自然特性や都市の特性など） 

○ 豊かな大河（信濃川，阿賀野川）の流れが日本海にそそぎ，里山（角田山や新津丘陵など）

と広大な田園を併せ持つ多様な自然環境 

○ 四季の恵みに富んだ美しい都市景観と高次の都市機能や拠点性を併せ持つ，世界に開かれた

都市 

 

【社会的背景】（どのようなまちづくりを行ってきたか。） 

○ 多様な文化，風土（農民自治，町人自治の文化・風土）を育み，個性と魅力にあふれた地域

の発展を推進 

 

【市のまちづくりの基本的方向】（何のためにどういう自治を目指すか） 

○ 新潟市民であることを誇りに思い，共に力を寄せ合い，安心して暮らせる社会を築いていく

ため 

○ 人類共通の願いである恒久平和を希求し，個人の尊厳と自由の尊重を基本とした，分権型政

令市の理念に根ざした，新たな市民自治の確立を目指す。 

 

【実現のための課題】 

○ 先人から受け継いだ自主・自立の精神風土を活かし，市民の参画と協働を基本とした市政を

推進すること 

○ これまで培われてきたコミュニティを土台として，市全体の一体感を保ちながらも，地域の

特性や独自性を尊重した自治を推進していくこと 

 

【条例制定の理由】 

○ 市民と市が相互の信頼に根ざし，支えあい，共に育つ自立のまちづくりを進めていくため，

○ 私たち市民は，市民自治の最高規範として，新潟市自治基本条例を制定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 6 -

第１章 総 則 

第１章では，本条例全体を通しての総則的規定として，「目的」，「用語の定義」，「条例の位

置づけ」，「基本理念」，「自治の基本原則」を規定します。 

 

『目 的』 

 

○ この条例は，新潟市における自治の基本理念及び原則を示すとともに，市民の権利や責務，

議会及び市長等の役割や責務を明らかにし，市政運営の諸原則を定めることにより，市民自治

の確立を図ることを目的とします。 

 

 

『用語の定義』 

 

○ この条例において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ以下のとおりです。 

① 市民 市内に住所を有する人，市内で働き，若しくは学ぶ人又は市内において事業活動そ

の他の活動を行う人若しくは団体をいいます。 

② 市長等 市長その他の執行機関及び公営企業管理者をいいます。 

③ 市 議会及び市長等をいいます。 

④ 参画 市政に主体的にかかわり，行動することをいいます。 

⑤ 協働 市民と市が対等な関係で，相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力

することをいいます。 

 

 

『条例の位置づけ』 

 

○ この条例は，新潟市の自治の基本を定めるものであり，市は，自治の運営に関し，他の条例

等を制定し，改廃しようとする場合は，この条例との整合を図ります。 

 

 

『基本理念』 

 

○ 市民及び市は，次に掲げる基本理念により市民自治の確立を目指します。 

① 個人の尊厳と自由が尊重され，公正で開かれた，市民主体の市政を推進すること。 

② 地域の特性や独自性を尊重した地域自治を推進すること。 

 

 

『自治の基本原則』 

 

○ 市民及び市は，それぞれの果たすべき役割と責任を分担し，自らを律し，自主的・自立的に

行動するとともに，次に掲げる原則により，自治運営を行います。 

① 市政に関する情報を共有すること。 

② 市民参画の下で市政の運営を行なうこと。 

③ 協働して公共的課題の解決に当たること。 
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第２章 各主体の責務等 

第２章では，市民自治を実現するため，本条例で保障する「市民の権利」及び本条例が対象とす

る「市民」，「議会」，「行政」のそれぞれが果たすべき責務又は役割を規定します。 

 

第１節 市 民 

第１節では，市民の権利及び責務について規定します。 

市政の主体として位置付けられる市民の権利及び責務を明らかにし，その実践を通して，市民

自らがその役割を自覚していくことは，市民自治の実現という本条例の目的達成のために不可欠

なものです。 

 

『市民の権利及び責務』 

 

○ 市民は，市政に関する情報を知る権利並びに市民自治の担い手として，政策の形成，執行及

び評価の過程に参画する権利を有します。 

○ 市民は，自らの責任と役割に基づき，公共の福祉，次世代への影響に配慮した自主的な活動

を行うとともに，その意思に基づき，市政への参画を通して市民自治の確立に取り組みます。

○ 市民は，市政への参画・協働に当たっては，総合的視点に立ち，自らの発言と行動に責任を

持たなければなりません。 

 

 

『事業者等の社会的責任』 

 

○ 事業者等（市内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。）は，地域社会を構成する

一員としての社会的責任を自覚し，地域社会との調和を図り，暮らしやすい地域社会の実現

に寄与するよう努めるものとします。 

 

 

第２節 市議会 

 第２節では，市議会や議員の役割及び責務を規定します。 

議会は市民の直接選挙による代表により構成される合議体として，自治体の意思決定を行う基

本的組織であり，広範な権限を持っていることから，こうした議会について規定することは，市

民自治の確保という観点からみて最も基本的な要請であること，また，自治基本条例を「自治体

の憲法」として位置付ける以上，自治体を構成する三者（市民，議会，行政）すべてを対象に含

める必要があると考え，本節を設けるものです。 

 

『議会の役割及び責務』 

 

○ 議会は，本市の意思を決定する機関としての責任を自覚するとともに，執行機関を監視す

る機関として，その役割を果たし，市勢の進展及び市民自治の推進に努めます。 

○ 議会は，市民の意思を的確に把握し，政策の形成に反映させなければなりません。 

○ 議会は，政策形成機能の充実を図るため，積極的に調査研究を行うとともに，市民及び専

門家等の知見を生かすよう努めなければなりません。 
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『市民に開かれた議会』 

 

○ 議会は，議会活動について市民に対する説明責任を果たすために会議を公開し，及び議会

の保有する情報の共有化を図るなど，開かれた議会運営を行わなければなりません。 

 

 

『議員の役割及び責務』 

 

○ 議員は，この条例に定める議会の役割及び責務を果たすため，自らの役割を深く自覚し，

政治倫理の確立に努めるとともに，公正かつ誠実に職務を遂行しなければなりません。 

○ 議員は，多様な市民の意見・要望を集約し，総合的な視点に立って市政に反映させること

を行動の指針としなければなりません。 

○ 議員は，議会における審議及び政策立案活動の充実を図るため，調査研究活動等を通じ，

不断の研鑽に努めなければなりません。 

○ 議員は，市民に開かれた議会運営の実現に寄与するための活動を行うよう努めます。 

 

 

第３節 市長等 

第３節では，地方公共団体の代表者としての市長，市長を含む執行機関等の役割及び責務や職

員の責務に関する規定を設けます。 

 

『市長等の役割及び責務』 

 

○ 市長は，市民福祉の増進を図るため，この条例に基づいて市民自治を推進するとともに，公

正かつ誠実に自治を運営しなければなりません。 

○ 市長は，地域の資源を最大限に活用して，市政の運営に必要な財源の確保を図るとともに，

最少の経費で最大の効果を挙げる市政運営を行わなければなりません。 

○ 市長等は，自らの判断と責任においてその所掌する事務を誠実に執行するとともに，相互の

連携を図り，一体として，行政機能を発揮します。 

○ 市長等は，公平かつ効率的で，質の高い行政サービスの提供を図り，市民満足度の向上に努

めなければなりません。 

 

 

『職員の責務』 

 

○ 職員は，公正かつ誠実に職務を遂行し，市民とともに市民自治を推進しなければなりません

。 

○ 職員は，法令及び条例等（以下「法令等」という。）を遵守し，違法若しくは不当の事実が

ある場合には，これを放置し，又は隠すことなく適正に対応しなければなりません。 

○ 職員は，職務に関し，不断の研鑽に努めるとともに，施策の効果を最大限発揮できるよう創

意をもって職務の遂行に当たらなければなりません。 
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第３章 市政運営 

第３章では，第１章で規定した基本理念を実現するため，自治の基本原則に基づき，市（議会及

び執行機関）が市政を運営していくに当たっての基本となる諸原則及び諸制度を定めたものです。 

自治体の自己革新の第一歩として，自らの市政運営方針をこの基本条例に明確に根拠付けること

は重要であり，こうした形で自治体として進むべき方向を市民に対して明らかにすることによって，

市民・議会・行政の三者共通の認識として確認することができます。 

 

第１節 市政運営の基本原則 

第１節では，市政運営に当たり，市が自らの方針として常に認識し，守るべき最も基本となる

事項を「基本原則」という形で明らかにします。 

ここで示す原則は，第２節以降で規定する諸制度を導き出す前提となる考え方です。したがっ

て，第２節以降の規定は，この基本原則に沿ったものであり，これをより具体化した規定といえ

ます。 

 

『市政運営』 

 

○ 市は，個性豊かで持続可能な地域社会を実現するため，地域資源を最大限活用し，市の将来

像を示す計画を策定して，施策展開を図ります。 

○ 市は，健全で持続可能な市政を実現し，もって，市民福祉の増進を図るため，次に掲げる事

項を基本として，市政運営を行います。 

① 市民が広く市政に参画できる機会の確保に努め，市民の意思を市政に反映させること。 

 ② 市民の自主的な活動を尊重するとともに，市民との協働による施策，事業等の推進を図る

こと。 

 ③ 市民に信頼される市政運営を進めるため，公正性の確保及び透明性の向上を図ることによ

り，市民の権利利益の保護を図ること。 

④ 施策，事業等について，効率的かつ効果的に行い，その立案，実施及び評価の各段階にお

いて，市民に分かり易く説明すること。 

○ 市の組織は，社会経済情勢の変化や多様化する地域課題に迅速かつ的確に対応するため，不

断の見直しを行なうとともに，簡素で効率的なものとします。 

 

 

『財政運営』 

 

○ 市長は，経費節減に取り組むことにより健全財政の確保に努め，効率的かつ重点的に市の行

政を担います。 

○ 市長は，行政サービスを受ける市民の負担の適正化及び社会資本整備等における世代間の負

担の公平化が図られるよう，適切な財政政策を進めます。 

○ 市長は，予算，決算その他の財政に関する事項を公表し，市民に分かり易い方法により説明

します。 
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第２節 参画と協働のしくみ 

第２節では，市民自治の一層の進展のため，第１節の市政運営で規定した市民参画の原則を尊

重し，実現を図るための具体的なしくみや，市政の主体である市民の様々な活動との協働に係る

基本的な考え方を規定するものです。 

この中には，既に個別条例等で制度化されているものだけでなく，自治基本条例の制定に併せ

て個別条例の制定が必要となるものも含まれています。 

 

『情報の公開等』 

 

○ 市は，次に掲げる事項に関し，「新潟市情報公開条例」で定めるところにより，市民の知る

権利を保障するとともに，市民との情報共有の効果的な推進を図ります。 

 ① 市が保有する公文書の公開に関すること 

 ② 政策形成過程の情報の提供に関すること 

 ③ 審議会等の附属機関及び市長等が設置したこれに準ずる機関（以下「附属機関等」という

。）の会議の公開に関すること 

 ④ 市の出資法人及び指定管理者の情報公開に関すること 

 

 

『附属機関等の委員の公募』 

 

○ 市は，附属機関等の委員を可能な限り市民からの公募により選任します。 

 

 

『市民意見の提出手続き』 

 

○ 市は，政策形成過程における公正性の確保及び透明性の向上を図るとともに，市民の市政へ

の参画を促進するため，市の重要な政策の立案等に当たっては，事前に内容その他必要な情報

を市民に公表し，市民からの意見を求めます。 

○ 市は，市民から提出された意見を十分考慮して意思決定を行うとともに，その意見に対する

市の考え方を取りまとめて公表します。 

○ 市民意見の提出手続きは，別に条例で定めます。 
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『住民投票』 

 

（住民投票の実施） 

○ 市長は，市政に関し特に重要な事案について，広く市民の意思を把握するため，事案ごとに

条例で定めるところにより，住民投票を実施することができます。 

○ この条例は，それぞれの事案に応じ，投票に付すべき事項，投票の手続き，投票資格要件そ

の他住民投票の実施に必要な事項を定めるものとします。 

○ 市議会及び市長は，住民投票の結果を尊重します。 

 

（住民投票の請求） 

○ 本市に住所を有する年齢２０歳以上の者（永住外国人を含みます。）は，その総数の５０分

の１以上の者の連署をもって，その代表者から，市長に対して住民投票の実施を請求すること

ができます。 

○ 市長は，この請求があった場合は，これに意見を付し，議会に付議します。 

 

 

『協働の推進』 

 

○ 市は，市民との協働を推進するためのしくみを整備します。 

○ 市は，市民との協働を推進するため，必要な情報の収集・提供,交流の支援,相談,研修機会

の提供を行う場と機会の確保に努めます。 

○ 市は，協働の推進に当たっては，市民の自発的な活動を支援するよう努めます。ただし，市

の支援は，市民の自主性・自立性を損なうものであってはなりません。 

 

 

第３節 信頼性・公正性・効率性確保のしくみ 

第３節では，第１節の市政運営の基本原則を踏まえ，自主性・自立性を有する自治体としての

自己革新の実現を目指し，政策方針の明確化を図るため，政策形成のそれぞれの過程における市

政運営の基本となるしくみ，具体的な制度を規定します。 

 

『法令遵守及び倫理の保持』 

 

○ 市は，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条例」で定めるところにより，職員の職

務にかかる法令等の遵守及び倫理の保持のための体制整備を図り，公正な職務の遂行を確保す

ることで，市民の負託に応え，信頼される市政を確立し，市民の利益を保護します。 

 

 

『適正な行政手続きの確保等』 

 

○ 市は，市民の権利利益の保護に資するため，「新潟市行政手続条例」その他の制度を整備す

ることにより，処分，行政指導及び届出等の手続きの適正を図り，行政運営における公正の確

保と透明性の向上を推進します。 

○ 市は，「新潟市個人情報保護条例」で定めるところにより，個人情報を適正に取り扱い，個

人の権利利益を保護します。 
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『市民の権利利益の保護』 

 

○ 市は，市民の権利利益の保護を図るため，市政に関する市民からの相談，意見，要望，苦情

等に対して迅速かつ誠実に対応します。 

○ 市は，市政の運営について，公正かつ中立的な立場から監視等を行う第三者機関の設置その

他の不利益救済のしくみを整備します。 

 

 

『行政評価等』 

 

○ 市は，市政運営を効率的かつ効果的に行うとともに，市政の透明性を高め，市民への説明責

任を果たすため，市民の視点に立脚し，行政評価を実施します。 

○ 市は，行政評価の結果を市民に公表するとともに，市の施策や事業等に反映するよう努めま

す。 

○ 市長は，外郭団体（市が設立した土地開発公社及び資本金，基本金その他これらに準ずるも

のの４分の１以上を出資している法人を言います。）の円滑な運営及びこれに関連する市の事

務事業の適正な執行を図るため，市の関与の妥当性，外郭団体の経営状況等を評価し，必要に

応じて指導又は改善要請を行います。 

 

 

『外部監査』 

 

○ 市は，適正で，効率的かつ効果的な行政運営を確保するため，監査委員による監査のほか，

「新潟市外部監査契約に基づく監査に関する条例」で定めるところにより，外部監査を実施

します。 
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第４章 区における住民自治 

市町村合併，政令指定都市への移行と，本市の行政制度は大きな変革時期を迎えます。 

合併に対する地域住民の不安を解消し，新市の一体性を保ちながら，地域の課題を効果的に解決

するためには，地域のことは，地域で考え，解決できるしくみを作るとともに，都市内分権を推進

することで，地域の特性に応じて，地域の特色を活かしたまちづくりの実現を図ることも必要です。 

ここでは，このような背景を踏まえ，第１章の自治の基本理念に示されている「補完性の原理」

及び自治の基本原則で掲げられた「自立の原則」から，政令指定都市における区制度における住民

自治に関するしくみを明示するため，この章を設置したものです。 

 

 第１節 区における行政運営 

政令指定都市への移行に伴い，分権型政令市における区における行政運営の基本，区役所の役

割を明示し，その役割を発揮するための組織，予算等の体制の整備を規定するものです。 

 

 

○ 市長は，地域における特色あるまちづくりを推進するため，市民参画の下で，区における総

合的な計画を策定し，実施します。 

○ 区役所は，市民に身近な行政サービスを提供し，自立した地域社会を築くため，以下の役割

を担います。 

 ① 地域のまちづくりの拠点として，地域の課題を発見し，迅速，的確な解決を図ること。 

 ② 市民協働の拠点として，自主的・自立的な地域活動や非営利活動を支援すること。 

 ③ 市民に必要な公共サービスを効果的，効率的かつ総合的に提供すること。 

○ 市長は，区役所がその分権型の政令指定都市における役割を発揮できるよう，組織や予算執

行など必要な体制を整備します。 

 

 

 第２節 地域協働の推進 

  第２節では，地域協働を主体とした区における住民自治を推進するため，地域住民や地域コミ

ュニティの役割，市の役割を規定し，これらを有機的に繋ぐ要の組織として，区自治協議会を位

置づけるものです。 

 

『地域住民及び地域コミュニティの役割』 

 

○ 地域住民（一定の区域内に住所を有する人，その区域内で働き，若しくは学ぶ人又はその区

域内において事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。）は，地域自治の担い

手であることを認識し，これを守り育てるよう努めます。 

○ 地域住民は，地域コミュニティ（地域における多様なつながりを基礎とした自主的な団体，

組織及び集団をいいます。）が，地域の課題の解決及び住民相互の連携を図る活動を行う場合

には，自らその活動に参加し，又は協力するよう努めます。 

○ 地域コミュニティは，自らの行動に責任を持ち，自主的・自立的な活動を行います。 
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『市の役割』 

 

○ 市は，地域コミュニティの公益的役割を認識し，その活動を尊重します。 

○ 市は，地域コミュニティが，市と協働して地域における新たな公共サービスを担う活動を行

う場合には，公共性，公平性及び必要性を総合的に判断して，その活動に対して支援を行いま

す。ただし，市の支援は，地域コミュニティの自主性・自立性を損なうものであってはなりま

せん。 

 

 

『区自治協議会の役割』 

 

○ 区自治協議会は，「新潟市区自治協議会条例」で定めるところにより，地域課題に取り組む

地域住民と市との協働の要としての機能を担います。 

 

 

 

第５章 国及び他の地方公共団体等との協力 

本章は，地方分権改革により，国と都道府県，市町村が「対等・協力」の関係にあると位置付け

られたこと及び本州日本海側初の政令指定都市に移行する本市の特性を踏まえ，国際社会に果たす

べき役割を自覚し，改めてそれぞれとの関係についての基本的な考え方を明示すものです。 

 

 

○ 市は，対等な立場で国及び県と相互に協力し，市民自治の確立に努めます。 

○ 市は，他の地方公共団体と共通する課題に対しては，積極的に連携・協力し，その解決に努

めます。 

○ 市は，国際社会に果たす役割を認識し，広く国際社会との交流及び連携に努めます。 

 

 

 

見直し規定について 

自治基本条例の性格を踏まえ，見直しについて規定するものです。 

 

 

○ 市は，この条例の施行後５年以内に，この条例の施行の状況について検討を加え，その結

果に基づいて必要な見直しを行うものとします。 
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Ⅳ 自治基本条例検討市民委員会の概要 

 

１ 自治基本条例検討市民委員会 

本市における市民自治の最高規範としての（仮称）新潟市自治基本条例（以下「条例」

という。）を制定するにあたり，市長の諮問に応じ，条例に規定すべき内容等必要な事項

を検討するために設置された諮問機関です。 
委員は２３名で，学識経験者５名，区自治協議会準備会を代表する者8名及び公募によ
る者10名で構成されています。 
 委員の任期は，平成１９年３月３１日までとされ，期間内に条例素案を検討し，市長に

答申することを役割としています。 
 

２ 自治基本条例検討市民委員会名簿（５０音順，敬称略） 

                                 H19.2.23日現在 

役 職 氏  名   

  五十嵐 寛 公募委員 

  五十嵐 由利子 新潟大学副学長（教育人間科学部教授） 

  岩橋 茂夫 公募委員 

  上杉 国武 公募委員 

  海藤 惣一郎 ８区自治協議会準備会副会長 

副会長 風間 淳一 ５区自治協議会準備会会長 

  河村 勲 公募委員 

  熊谷 建一 政策投資銀行新潟支店長 

  香田 和夫 公募委員 

  下井 康史 新潟大学大学院実務法学研究科助教授 

  鷹澤 信子 １区自治協議会準備会委員 

  竹内 一義 ４区自治協議会準備会副会長 

  武内 裕子 公募委員 

  寺山 和雄 公募委員 

  中原 ハルミ ２区自治協議会準備会委員 

  早川 正男 ３区自治協議会準備会委員 

  早山 康弘 社団法人 新潟青年会議所理事長 

会 長 原 敏明 学校法人新潟総合学園 事業創造大学院大学研究科長 

  樋口 玲子 公募委員 

  平原 實 ６区自治協議会準備会副会長 

  藤田 正 公募委員 

  松下 久美子 公募委員 

  山際 幸子 ７区自治協議会準備会委員 
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３ 検討の経過 

自治基本条例検討市民委員会では，地域自治委員会の意見を踏まえた原案を基に，市民の目

線で市民が共有することができる，市民に分かり易い条例を目指し，検討を重ねてきました。

これまでの検討経過は，以下の通りです。 

 

○第１回 Ｈ18.10.30（月） 

・委嘱状交付 

・市長あいさつ 

・自治基本条例制定への取り組みについて 

・当委員会の役割及び今後のスケジュールについて 

○第２回 Ｈ18.11.17（金） 

・自治基本条例原案についての総括説明 

・第1章 総則についての検討 

○第３回 Ｈ18.12.1（金） 

・第1章 総則についての検討（まとめ） 

○第４回 Ｈ18.１2.12（火）  

・第１章 総則についての修正案の確認 

・第2章 各主体の責務等についての検討（議会部分を除く。） 

・第3章 市政運営のうち第1節 市政運営の基本原則についての検討 

○第５回 Ｈ18.12.27（水） 

・第2章及び第3章第1節についての修正案の確認 

・第3章第2節 参画と協働のしくみについての検討 

・テーマ別検討：住民投票制度の考え方 

○第６回 Ｈ19.1.10（水） 

・第3章第2節についての修正案の確認 

・第3章第3節 信頼性・公平性・効率性確保のしくみについて検討 

○第７回 H19.1.26（金） 

 ・第3章までの修正案の確認 

 ・第4章 区における住民自治及び第5章 国及び地方公共団体等との協力について検討 

○第8回 H19.2.2（金） 

 ・テーマ別検討：条例の見直し等の考え方 

 ・第2章第2節 市議会の責務等についての検討 

○第9回 H19.2.15（木） 

 ・議会の責務等（第2章第2節）に関する委員会としての提出意見について確認 

 ・全体の確認（全体の整合性等の確認） 

 ・テーマ別検討：前文の考え方及び盛り込むべき事項等 

○第10回 Ｈ19.2.21（水） 

・中間報告書案について 

 

４ 今後のスケジュール 

自治基本条例検討市民委員会は，この中間報告書に対する市民のみなさんからいただいた意見

を踏まえ，必要な修正を行い，３ 月下旬に委員会として（仮称）新潟市自治基本条例の素案につ

いての最終報告書を取りまとめ，市長に提出します。 



資料１ 

委員会素案（中間とりまとめ案）の解説 
 

はじめに 

 この資料は，（仮称）新潟市自治基本条例素案中間報告書で示した素案（中間とりまとめ案）に

ついて，解説したものです。素案のそれぞれの項目ごとに，四角の枠内に素案を示し，枠外にその

趣旨及び考え方を示しています。 

多くの市民の皆さんからご一読いただき，素案に対するご意見の参考にしていただければ幸いで

す。 
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前 文 

前文は，法規の本則と一体となる法的性質を持ち，前文自体が直接的に適用されるものではあり

ませんが，後段の各条文の解釈基準になるものとされています。 

このため，前文と各条文の規定を整理した上で，両者で矛盾する事項，あるいは条文として存在

しない事項については盛り込まないとの方針で，それぞれの要素ごとに，例示したものです。前文

は，これらを盛り込んで，格調高く文章化していく必要があります。 

 

 

【市の特性】（新潟市の自然特性や都市の特性など） 

○ 豊かな大河（信濃川，阿賀野川）の流れが日本海にそそぎ，里山（角田山や新津丘陵など）

と広大な田園を併せ持つ多様な自然環境 

○ 四季の恵みに富んだ美しい都市景観と高次の都市機能や拠点性を併せ持つ，世界に開かれた

都市 

 

【社会的背景】（どのようなまちづくりを行ってきたか。） 

○ 多様な文化，風土（農民自治，町人自治の文化・風土）を育み，個性と魅力にあふれた地域

の発展を推進 

 

【市のまちづくりの基本的方向】（何のためにどういう自治を目指すか） 

○ 新潟市民であることを誇りに思い，共に力を寄せ合い，安心して暮らせる社会を築いていく

ため 

○ 人類共通の願いである恒久平和を希求し，個人の尊厳と自由の尊重を基本とした，分権型政

令市の理念に根ざした，新たな市民自治の確立を目指す。 

 

【実現のための課題】 

○ 先人から受け継いだ自主・自立の精神風土を活かし，市民の参画と協働を基本とした市政を

推進すること 

○ これまで培われてきたコミュニティを土台として，市全体の一体感を保ちながらも，地域の

特性や独自性を尊重した自治を推進していくこと 

 

【条例制定の理由】 

○ 市民と市が相互の信頼に根ざし，支えあい，共に育つ自立のまちづくりを進めていくため，

○ 私たち市民は，市民自治の最高規範として，新潟市自治基本条例を制定する。 

 

 

【趣 旨】 

自治基本条例は，市政運営の基本原則や住民の権利等を定めた最高規範として位置づけており，

憲法に倣い前文を設ける必要があると考え，基本条例の制定の経緯と基本的な趣旨，自治体の成

り立ち，住民と自治体の関係などについて規定しています。 
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第１章 総 則 

第１章では，本条例全体を通しての総則的規定として，「目的」，「用語の定義」，「条例の位

置づけ」，「基本理念」，「自治の基本原則」を規定します。 

 

『目 的』 

 

○ この条例は，新潟市における自治の基本理念及び原則を示すとともに，市民の権利や責務，

議会及び市長等の役割や責務を明らかにし，市政運営の諸原則を定めることにより，市民自治

の確立を図ることを目的とします。 

 

 

【趣 旨】 

 条例の制定の目的を明らかにする規定です。 

【考え方】 

○ 「自治の基本理念及び原則を示す」とは，自治体である新潟市が「自ら治める」上での基本

とすべき考え方，行動原則を条例として明示することであり，これによって，市民，議会，行

政の三者において共通するものとして認識しようとするものです。 

○ 「市政運営の諸原則を定めることにより，市民自治の確立を図る」とは，基本理念を実現す

るための基本となる制度や施策を定めることによって，市民が自らの意思を体現し，自治体も

自主性，自立性を高め，地方自治の本旨である「住民自治」・「団体自治」を実現することで

す。 

○ なお，「自治の基本理念及び原則」の内容は，次項以降に規定し，「市政運営の諸原則」に

ついては，第３章において「市政運営の基本原則」などとして具体的に規定しています。 

 

『用語の定義』 

 

○ この条例において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ以下のとおりです。 

① 市民 市内に住所を有する人，市内で働き，若しくは学ぶ人又は市内において事業活動そ

の他の活動を行う人若しくは団体をいいます。 

② 市長等 市長その他の執行機関及び公営企業管理者をいいます。 

③ 市 議会及び市長等をいいます。 

④ 参画 市政に主体的にかかわり，行動することをいいます。 

⑤ 協働 市民と市が対等な関係で，相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力

することをいいます。 

 

 

【趣 旨】 

  この条例における重要な用語の意義を明らかにする規定です。 

【考え方】 

○ ①で定める 「市民」とは，地方自治法に定める「住民（市内に住所を有する人で，外国人市

民の方や法人を含みます。）」のほか，市内の事業所に勤務している人や市内の学校に通学し

ている人，市内で市民活動や事業活動など，さまざまな活動を行っている個人や団体のことを

いいます。 

 このように，市民の範囲を広げて定義しているのは，行政需要の多様化，政策課題の広域化
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などの状況の中で，地域社会が抱える課題の解決やまちづくりを進めていくためには，いわゆ

る「住民」だけではなく，新潟市という地域社会における幅広い人々が力を合わせていくこと

が必要であるとの認識に基づくものです。 

 ○ ②で定める「その他の執行機関」とは，教育委員会，選挙管理委員会，農業委員会，人事委

員会，固定資産評価審査委員会及び監査委員を言います。また，「公営企業」とは，交通事業，

ガス事業，水道事業その他の地方公共団体の行う企業をいいます。現在，市が行っている公営

企業は，水道事業のみですが，今後，公営企業が増加する可能性がありますので，それらへの

対応を含め，広く「公営企業管理者」としています。 

○ ④で定める「参画」とは，暮らしやすい地域社会をつくるために，「市民が主体的に行動す

る」という積極的な意味として用いています。 

 

『条例の位置づけ』 

 

○ この条例は，新潟市の自治の基本を定めるものであり，市は，自治の運営に関し，他の条例

等を制定し，改廃しようとする場合は，この条例との整合を図ります。 

 

 

【趣 旨】 

この条例は，市民による自治と自治体運営の根本に関するルールを定めるものであり，新潟市

という自治体にとっての「憲法」に位置付けられるものです。現行法制度上は，法的効力の面か

らみる限り，条例相互間で優劣関係を認める規定はありませんが，この条例を事実上の「最高規

範」と位置付けるため，本条項を設けるものです。 

なお，「最高規範」という用語については，本文中では用いず，前文に盛り込むこととしまし

た。 

 

『基本理念』 

 

○ 市民及び市は，次に掲げる基本理念により市民自治の確立を目指します。 

① 個人の尊厳と自由が尊重され，公正で開かれた，市民主体の市政を推進すること。 

② 地域の特性や独自性を尊重した地域自治を推進すること。 

 

 

【趣 旨】 

  本条項は，本市が目指すべき方向，市政の根幹となる考え方を基本理念として明らかにするも

のです。 

【考え方】 

○ 「市民及び市」を主体として規定したのは，本条例が「地域における憲法」として位置付け

られることについて，行政のみならず，市民からも認知され，行政側の一方的な決意表明とな

ることなく，市民，議会，行政の三者間に共通の理念として共有することを狙いとしたもので

す。 

○ 「個人の尊厳と自由が尊重」されるとは，憲法が保障する基本的人権に基づき，国籍や性別，

年齢等に関わらず市民一人ひとりの人権が保障され，その個性や能力が市政に活かされるべき

ことを示したものです。 

なお，性別や年齢などに係る個々の人権の尊重については，この趣旨を踏まえ，男女共同参

画推進条例や今後制定を予定しているこどもの権利条例などの個別条例で実定化していくも



 - 4 -

のとしています。 

○ 本項において市が目指すべき方向として掲げたのは，※補完性の原理に基づく「市民主体の

市政」と「地域自治」の推進です。 

「市民主体の市政」とは，市民自治の担い手である市民が「自らのことは自ら決める」とい

う認識の下，市政に主体的に関わっていくとともに，市は，市民の参加機会の拡大等を通して，

市民の意思を適確に反映した市政運営を行っていくことと考えています。 

「地域自治の推進」とは，地方自治の本旨である団体自治に基づき，地方自治体が国等から

自立することであり，また，区制度を活用し都市内分権や地域内自治を進め，地域の特性や独

自性を尊重した分権型政令市を実現することを示しています。 

 

※ 補完性の原理とは 

対応できる課題は，できるだけ身近なところで対応し，対応できない問題についてより大きな

枠組みで対応する考え方をいいます。 

 

『自治の基本原則』 

 

○ 市民及び市は，それぞれの果たすべき役割と責任を分担し，自らを律し，自主的・自立的に

行動するとともに，次に掲げる原則により，自治運営を行います。 

① 市政に関する情報を共有すること。 

② 市民参画の下で市政の運営を行なうこと。 

③ 協働して公共的課題の解決に当たること。 

 

個人
(自助)

区役所

市役所

国･県

補完性の原理のイメージ

① 個人でできることは個人で解決する（自助）。
② 個人でできないときは、地域などがサポートする（共助）。
③ 個人でも、地域でも解決できない問題は、行政が問題解決に
乗り出す（公助）。（ 区 ⇒ 市 ⇒ 県 ⇒ 国 ）

地域
(共助)

地方分権

都市内分権（公助）

（公助）

（公助）
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【趣 旨】 

  本条項は，基本理念を踏まえ，市民，議会，行政などの各主体が市民自治に向けて取り組む際

の共通の行動原則を明らかにするものです。 

【考え方】 

○ 「それぞれの果たすべき役割と責任を分担」とは，補完性の原理に基づき，自治における「自

助」，「共助」，「公助」の担い手を明確にし，全体として自治を運営していくために，各主体

がその役割と責任を分担することを示しています。 

○ 「自らを律し，自主的・自立的に行動する」とは，各主体がその役割と責任を分担すること

から，自らを律し，自ら立ち，自主的に行動するといった考え方を行動原則の基本として定め

ることにより，市民の自治能力の向上や持続性の確保を基礎として基本理念の実現を図ること

を示しています。 

○ ①は，自治を営む上で，また，参画や協働の原則による自治の推進の上で，その基盤となる

情報を互いに共有しようとする原則です。 

   また，ここでいう「市政に関する情報」とは，市が保有する情報だけではなく，市民と市が

協働するために必要な市民が保有する情報も対象として考えます。 

○ ②は，市民参画の下で市政を進めていくことであり，市民に対しては，市政への参画を通じ

て自治運営に携わること，一方，市に対しては，市政は市民参画の下で行うことを原則とする

ものです。 

○ ③は，市民と市が協力し，互いの特性を発揮しながら課題解決にあたった方が，一方のみが

課題解決に取り組むよりも，より大きな効果を期待できる場合に協働することを示すものです。

この参画と協働は，いずれも市民の自発的な発意と自由な意思に基づくものです。 
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第２章 各主体の責務等 

第２章では，市民自治を実現するため，本条例で保障する「市民の権利」及び本条例が対象とす

る「市民」，「議会」，「行政」のそれぞれが果たすべき責務又は役割を規定します。 

 

第１節 市 民 

第１節では，市民の権利及び責務について規定します。 

市政の主体として位置付けられる市民の権利及び責務を明らかにし，その実践を通して，市民

自らがその役割を自覚していくことは，市民自治の実現という本条例の目的達成のために不可欠

なものです。 

 

『市民の権利及び責務』 

 

○ 市民は，市政に関する情報を知る権利並びに市民自治の担い手として，政策の形成，執行及

び評価の過程に参画する権利を有します。 

○ 市民は，自らの責任と役割に基づき，公共の福祉，次世代への影響に配慮した自主的な活動

を行うとともに，その意思に基づき，市政への参画を通して市民自治の確立に取り組みます。

○ 市民は，市政への参画・協働に当たっては，総合的視点に立ち，自らの発言と行動に責任を

持たなければなりません。 

 

 

【趣 旨】 

市民自らが市政の主体として市民自治を促進するという観点において重要な権利であり，自治

基本条例に権利規定として明示することによって，自らが主体的に権利行使することで実現でき

る利益であることを示すという宣言的な意味において有効と考えられる権利をここで規定するも

のです。 

第１項では，市民が自ら治める上で，この条例により定める権利を明記し，第２項，第３項で

は，こうした権利に伴って生まれる責任について規定します。 

自治基本条例の中でこれらを「責務」として規定することにより，市民自らが改めてその意味

を確認することは，市民自治の推進という観点からみて必要不可欠なことといえます。 

【考え方】 

○ 第１項の「市政に関する情報を知る権利」とは，本市においても従前からの制度的取組とし

て，既に個別条例（情報公開条例）により実定化されており，多数の市民によって権利として

認知され，行使されてきたもののうち，市民自治の一層の促進という観点から重要な権利を，

確認的，宣言的な意味で規定したものです。 

○ また，市政に参画する権利は，市民が主権者（住民自治の担い手）として憲法，地方自治法

等で既に保障されている参政権や条例の制定・改廃，議会の解散請求権，議員等の解職請求権

等の直接請求権のほか，各種法令等で規定されている審議会等に参画する権利などが含まれま

す。 

権利規定を設けるにあたっては，これらの権利を列記する方法も想定されますが，本条例で

は，より具体的な市政への参画も保障する意味で，パブリックコメント制度などによる意見表

明の権利や本条例で規定される「住民投票制度」に基づく請求権や投票権等，本条例の制定に

より新たに保障される権利も含め，市民自治の促進という目的を達成するための包括的な権利

として整理しています。 
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したがって，市政における「参画」という観点からみて，さまざまな過程で，様々な参画の

あり方が含まれますが，主権者として意思決定に参画することをはじめ，「政策の形成，執行

及び評価の過程」の全てに参画する権利があることを総括的に明記しました。 

 ○ 第２項では，市民は市政の主体としての責任と役割を自覚すること，また，権利の一つであ

る「市政に参画する権利」を行使することを通じて，地域社会づくりへ主体的に取り組み，市

民自治を確立することを併せて規定しました。 

○ 第３項では，同様に，参画・協働にあたっては，自助，共助，公助といった補完性の原理を

踏まえ，総合的視点に立った責任ある発言と行動が求められます。 

○ なお，本条項の責務とは，強要されるべきものではなく，自主性を重んじるべきものです。

その意味から，本条項は訓示的な規定であり，これに反したことにより何らかの不利益を受け

るという性格のものではありません。 

 

『事業者等の社会的責任』 

 

○ 事業者等（市内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。）は，地域社会を構成する

一員としての社会的責任を自覚し，地域社会との調和を図り，暮らしやすい地域社会の実現

に寄与するよう努めるものとします。 

 

 

【趣 旨】 

事業者等の団体も市民の一員として，市民の権利及び責務を有していることは当然ですが，事

業者等の活動が，個人の活動と比較して，その地域社会に与える影響が決して小さくないことか

ら，特に事業者等の社会的責任として，地域社会との調和を図り，暮らしやすい地域社会の形成

に寄与することを努力規定として定めたものです。 

【考え方】 

○ 事業者は，これまでにも事業活動を通じて雇用の創出や納税などの社会的な責任を果たすこと

によって，社会に貢献しており，また，積極的に地域貢献活動を行っている企業も多くあります。

近年，企業の社会貢献の意義が言われ，地域の中で企業が果たす役割が大きくなっています。 
○ さらに市民自らも，文化，環境，福祉，教育など幅広い分野で，ボランティアグループからＮ

ＰＯ法人まで，様々な団体を組織し，公益的な活動を展開しています。 
○ このような団体は，多様な主体による協働のまちづくりに欠かせない存在になっており，今後

益々重要な役割を担うことが期待されます。 
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第２節 市議会 

議会は市民の直接選出による代表により構成される合議体として，自治体の意思決定を行う基

本的組織であり，広範な権限を持っていることから，こうした議会について規定することは，市

民自治の確保という観点からみて最も基本的な要請であること，また，自治基本条例を「自治体

の憲法」として位置付ける以上，自治体を構成する三者（市民，議会，行政）すべてを対象に含

める必要があると考え，本節を設けるものです。 

具体的な規定内容については，議会で作成した素案について，当委員会で検討を行い，自治基

本条例における責務規定の役割，他の主体の責務等とのバランスなどを考慮し，当委員会の意見

として修正を行ったものです。 

 

『議会の役割及び責務』 

 

○ 議会は，本市の意思を決定する機関としての責任を自覚するとともに，執行機関を監視す

る機関として，その役割を果たし，市勢の進展及び市民自治の推進に努めます。 

○ 議会は，市民の意思を的確に把握し，政策の形成に反映させなければなりません。 

○ 議会は，政策形成機能の充実を図るため，積極的に調査研究を行うとともに，市民及び専

門家等の知見を生かすよう努めなければなりません。 

 

 

【趣 旨】 

 議会の基本的役割と責務を規定します。 

【考え方】 

○ 第１項は，議会の基本的な役割を規定するものです。ここで「市勢」とは，市の人口・産業・

経済・施設など各分野の情勢を総合的にみた状態を表す言葉であり，「市勢の進展」とは，そうい

った市の総体としての勢いをさらに発展させるということを意味しています。 

○ 第２項は，「市民主体の市政」を推進するためには，議会が，市民の意思を代弁し，政策形成

に関与する必要があることを確認的に規定したものです。 
○ 第３項は，議会としても政策形成機能を強化する必要があり，そのための努力規定を設けた

ものです。「市民及び専門家等の知見を生かす」とは，公聴会制度や参考人制度等を活用する

ことなどが想定されます。 

 

『市民に開かれた議会』 

 

○ 議会は，議会活動について市民に対する説明責任を果たすために会議を公開し，及び議会

の保有する情報の共有化を図るなど，開かれた議会運営を行わなければなりません。 

 

 

【趣 旨】 

  議会は，「会議の公開」と「情報の共有」を行うことで，開かれた議会運営に努めることを規

定しています。 

【考え方】 

 ○ 「会議を公開し」の「会議」とは，本会議はもとより常任委員会，特別委員会を指し，すで

に本市では，本会議と常任委員会，特別委員会を公開していますし，それらの会議録も公開さ

れています。さらに議会も，新潟市情報公開条例の対象となっており，公文書の公開のほか，
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様々な情報についても積極的に公開して，市民と情報を共有することで開かれたものにしよう

というものです。 

 ○ ここで，「共有化を図る」とは，単に情報を積極的に提供するというだけではなく，議会の

恣意性を排除するという意味も含んでいます。 

 

『議員の役割及び責務』 

 

○ 議員は，この条例に定める議会の役割及び責務を果たすため，自らの役割を深く自覚し，

政治倫理の確立に努めるとともに，公正かつ誠実に職務を遂行しなければなりません。 

○ 議員は，多様な市民の意見・要望を集約し，総合的な視点に立って市政に反映させること

を行動の指針としなければなりません。 

○ 議員は，議会における審議及び政策立案活動の充実を図るため，調査研究活動等を通じ，

不断の研鑽に努めなければなりません。 

○ 議員は，市民に開かれた議会運営の実現に寄与するための活動を行うよう努めます。 

 

 

【趣 旨】 

  議会を構成する議員についても，市民の負託に答えるため，その責務を市民に対して明らかに

するものです。 

 

【考え方】 

○ 第１項の「自らの役割を深く自覚し」とは，個々の議員に対してもその役割が市民の負託に

基づくものであることを深く自覚することを促しています。 

○ 第２項は，議員が，市民の代表として，市民との話し合いや地域の中で様々な活動をともに

することを通じて，多様な民意をすくい上げる役割を担っていることから，そうした民意の集

約とともに，合議体である市議会の場においては，総合的な視点に立って民意を調整し，市の

意思決定に反映させていくことを指針として行動することを規定しています。 

○ 第３項は，市政を取り巻く状況は日々刻々変化しており，社会の大きな流れや自治体改革の

様々な取り組みに対し知見を広めることは議員活動の基本となるものであり，また，自治体独

自政策の展開，政策レベルの向上が求められる中で，議員間の活発な議論を通じて政策に対す

る理解を深め，議会審議や政策立案に反映させていくことが求められています。そうした観点

から，一人ひとりの議員が自己研鑽し，また議員間で議論を活発化することを通じ，能力の向

上に努めることを分権時代に求められる議員の責務として規定しています。 

○ 第４項は，議員としてもその活動を通じて，市民に開かれた議会運営の実現に努めることを

責務として規定しています。 
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第３節 市長等 

第３節では，地方公共団体の代表者としての市長，市長を含む執行機関等の役割及び責務や職

員の責務に関する規定を設けます。 

 

『市長等の役割及び責務』 

 

○ 市長は，市民福祉の増進を図るため，この条例に基づいて市民自治を推進するとともに，公

正かつ誠実に自治を運営しなければなりません。 

○ 市長は，地域の資源を最大限に活用して，市政の運営に必要な財源の確保を図るとともに，

最少の経費で最大の効果を挙げる市政運営を行わなければなりません。 

○ 市長等は，自らの判断と責任においてその所掌する事務を誠実に執行するとともに，相互の

連携を図り，一体として，行政機能を発揮します。 

○ 市長等は，公平かつ効率的で，質の高い行政サービスの提供を図り，市民満足度の向上に努

めなければなりません。 

 

 

【趣 旨】 

地方自治法及び本条例に定める基本理念に基づき，市政の執行及び職務の遂行に当たることを

市長等の「責務」として位置付け，市民に対して明らかにすることは，本条例の実効性を高める

上で重要です。 

【考え方】 

○ 第１項では，地方公共団体の代表者としての市長の役割を規定しています。 

○ 第２項では，市長は地方公共団体の代表者として，近年の厳しい財政状況を認識し自主財源

の確保などの取組を行うとともに，地方自治法に基づき，最小の経費で最大の効果を挙げる市

政運営を行なわなくてはならないことを確認的に規定しています。ここで，「地域の資源を最

大限に活用して」とは，人材，自然，歴史，文化，地域活動などの地域の資源を活用すること

であり，これにより，市民負担や行政サービスの低下を招かないよう創意工夫を凝らして，財

源の確保や経費節減を図ることを目指すものです。 

○ 第３項では，市長を含む執行機関等の役割を規定するものです。執行機関は，それぞれ独立

した権限を有し，自らの判断と責任においてその所掌する事務を執行する役割を担っています。

市政運営は，それぞれの執行機関の独立性を確保しながら，相互の連携を図り，一体として，

行政機能を発揮すべきものであり，その旨を確認的に規定したものです。 

○ 第４項は，執行機関それぞれが，地方自治法に基づき，公平かつ効率的に絶えず質の高い行

政サービスの提供を行い，住民福祉の増進を図らなくてはならないことを確認的に規定してい

ます。なお，「市民満足度の向上」とは，市民総体の満足度を向上させることを目指すもので

す。 
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『職員の責務』 

 

○ 職員は，公正かつ誠実に職務を遂行し，市民とともに市民自治を推進しなければなりません

。 

○ 職員は，法令及び条例等（以下「法令等」という。）を遵守し，違法若しくは不当の事実が

ある場合には，これを放置し，又は隠すことなく適正に対応しなければなりません。 

○ 職員は，職務に関し，不断の研鑽に努めるとともに，施策の効果を最大限発揮できるよう創

意をもって職務の遂行に当たらなければなりません。 

 

 

【趣 旨】 

  実務を遂行する職員についても，その責務を市民に対して明らかにするものです。 

【考え方】 

 ○ 第１項では，職員は市民と共にこの条例で規定する基本理念の実現に向けて職務を遂行する

ことをその責務として明示したものです。 

 ○ 第２項は，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条例（コンプライアンス条例）」に

基づき，職員の法令遵守義務，公益目的通報などを確認的に規定したものです。 

○ 第３項は，地方公務員法第30条「すべて職員は，全体の奉仕者として公共の利益のために勤

務し，且つ，職務の遂行に当たっては，全力を挙げてこれに専念しなければならない」を踏ま

えた上で，職員はその地位に甘んじることなく，必要な知識等の習得など不断の努力と創意工

夫により，施策の効果を最大限発揮することを責務として定めるものです。 
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第３章 市政運営 

第３章では，第１章で規定した基本理念を実現するため，自治の基本原則に基づき，市（議会及

び執行機関）が市政を運営していくに当たっての基本となる諸原則及び諸制度を定めたものです。 

自治体の自己革新の第一歩として，自らの市政運営方針をこの基本条例に明確に根拠付けること

は重要であり，こうした形で自治体として進むべき方向を市民に対して明らかにすることによって，

市民・議会・行政の三者共通の認識として確認することができます。 

 

第１節 市政運営の基本原則 

第１節では，市政運営に当たり，市が自らの方針として常に認識し，守るべき最も基本となる

事項を「基本原則」という形で明らかにします。 

ここで示す原則は，第２節以降で規定する諸制度を導き出す前提となる考え方です。したがっ

て，第２節以降の規定は，この基本原則に沿ったものであり，これをより具体化した規定といえ

ます。 

 

『市政運営』 

 

○ 市は，個性豊かで持続可能な地域社会を実現するため，地域資源を最大限活用し，市の将来

像を示す計画を策定して，施策展開を図ります。 

○ 市は，健全で持続可能な市政を実現し，もって，市民福祉の増進を図るため，次に掲げる事

項を基本として，市政運営を行います。 

① 市民が広く市政に参画できる機会の確保に努め，市民の意思を市政に反映させること。 

 ② 市民の自主的な活動を尊重するとともに，市民との協働による施策，事業等の推進を図る

こと。 

 ③ 市民に信頼される市政運営を進めるため，公正性の確保及び透明性の向上を図ることによ

り，市民の権利利益の保護を図ること。 

④ 施策，事業等について，効率的かつ効果的に行い，その立案，実施及び評価の各段階にお

いて，市民に分かり易く説明すること。 

○ 市の組織は，社会経済情勢の変化や多様化する地域課題に迅速かつ的確に対応するため，不

断の見直しを行なうとともに，簡素で効率的なものとします。 

 

 

【趣 旨】 

  市政運営に当たり，市が自らの方針として常に認識し，守るべき最も基本となる事項を「基本

原則」という形で明らかにします。 

【考え方】 

 ○ 第１項は，自主・自立する自治体として政策方針の明確化を図るため，地域資源を最大限活

用した総合計画を策定し，総合的・計画的な施策展開を図ることを明記したものです。 

 ○ 第２項は，市政運営に当たり，市が自らの方針として常に認識し，守るべき最も基本となる

事項を示したものです。 

  ・ ①は，地方分権が進展していく中で，市民自治の一層の進展に向け，市政の主体である市

民の市政への積極的な参画が求められており，市として，市民が市政に参画する機会を保障

し，市民の意思を広く政策に反映させていくことを規定するものです。 

  ・ ②は，市民との協働を実効性あるものとするために，市民の自主的な活動を尊重するとと

もに，市としても積極的に協働の場を提供できるよう，市民との協働による施策，事業等の
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推進を図ることを明示したものです。 

  ・ ③は，法令遵守はもとより，公正性の確保及び透明性の向上を図ることが，市民の権利利

益を保護することに繋がることを市政運営の根本的原則として明示したものです。 

 ・ ④は，市民が「市政に参画する権利」を行使する上での前提条件となる，市民に対する市

の「説明責任」について，市政運営のあらゆる過程における根本的な原則として位置付けた

ものです。 

○ 第３項は，地方自治の本旨を確立するためには，多様化，高度化する地域課題を地域自らの

責任において解決することが求められており，こうした状況に迅速，的確に対応できる柔軟な

組織体制を目指し，常に見直しを図るとともに，限られた行財政資源を有効に活用できる簡素

で効率的な組織運営に努める必要があることをここで明示したものです。 

 

『財政運営』 

 

○ 市長は，経費節減に取り組むことにより健全財政の確保に努め，効率的かつ重点的に市の行

政を担います。 

○ 市長は，行政サービスを受ける市民の負担の適正化及び社会資本整備等における世代間の負

担の公平化が図られるよう，適切な財政政策を進めます。 

○ 市長は，予算，決算その他の財政に関する事項を公表し，市民に分かり易い方法により説明

します。 

 

 

【趣 旨】 

  本条項は，自主財政権の理念を明らかにする意味で，財政運営に関する基本的な考え方を明示

するとともに，財政情報に係る説明責任を明確化したものです。 

自治体として求められている役割を果たすために，いかに財政運営を行っていくかという方針

を市民に明らかにすることは，自治体の自己革新を図る上でも，また市民自治を促進する上でも

重要なことであり，自治基本条例において明示しておくべきものと考えます。 

【考え方】 

○ 第１項は，財政の健全化を図ることを規定したものです。 

○ 第２項は，自立（自律）の原則を踏まえ，社会資本整備にあたっては，次世代に配慮した財

政運営を行うことを規定したものです。 

○ 第３項は，主権者である市民に対する財政情報の開示と説明責任について明示したものです。

「分かり易い方法により」と規定したのは，より時代に即した手法で財政状況を説明すること

により，市民に対する説明責任の向上を図ることを意図したものです。 
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第２節 参画と協働のしくみ 

第２節では，市民自治の一層の進展のため，第１節の市政運営で規定した市民参画の原則を尊

重し，実現を図るための具体的なしくみや，市政の主体である市民の様々な活動との協働に係る

基本的な考え方を規定するものです。 

この中には，既に個別条例等で制度化されているものだけでなく，自治基本条例の制定に併せ

て個別条例の制定が必要となるものも含まれています。 

 

『情報の公開等』 

 

○ 市は，次に掲げる事項に関し，「新潟市情報公開条例」で定めるところにより，市民の知る

権利を保障するとともに，市民との情報共有の効果的な推進を図ります。 

 ① 市が保有する公文書の公開に関すること 

 ② 政策形成過程の情報の提供に関すること 

 ③ 審議会等の附属機関及び市長等が設置したこれに準ずる機関（以下「附属機関等」という

。）の会議の公開に関すること 

 ④ 市の出資法人及び指定管理者の情報公開に関すること 

 

 

【趣 旨】 

ここでは，主として「情報の公開」に関する事項を規定しています。 

  情報の公開に関する規定は，第２章の市民の知る権利と表裏の関係にあり，既にこれを保障す

る制度として，本市でも「新潟市情報公開条例」が制定されています。 

【考え方】 

○ 市民参画の前提として，「市政の透明性の確保」という観点が非常に重要となります。 

本項は，その根幹となる基本的なしくみとして，情報公開条例に基づく情報公開等の制度に

ついて，自治基本条例で改めて位置付けたものです。 

 

『附属機関等の委員の公募』 

 

○ 市は，附属機関等の委員を可能な限り市民からの公募により選任します。 

 

 

【趣 旨】 

  政策形成過程の市民参加に資するしくみの一つとして，附属機関等いわゆる審議会の委員の公

募を位置づけるものです。 

【考え方】 

○ 附属機関等は，それぞれの設置目的に照らし，委員の選任を行う必要はありますが，特に公

募委員は，政策形成過程における市民参画の有効な手段でもあり，より多くの市民の参画を可

能にする取り組みも進めていく必要があります。 
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『市民意見の提出手続き』 

 

○ 市は，政策形成過程における公正性の確保及び透明性の向上を図るとともに，市民の市政へ

の参画を促進するため，市の重要な政策の立案等に当たっては，事前に内容その他必要な情報

を市民に公表し，市民からの意見を求めます。 

○ 市は，市民から提出された意見を十分考慮して意思決定を行うとともに，その意見に対する

市の考え方を取りまとめて公表します。 

○ 市民意見の提出手続きは，別に条例で定めます。 

 

 

【趣 旨】 

  政策形成過程における市民参加の基本的な手法として，「市民意見の提出手続き」いわゆるパブ

リックコメント制度について規定するものです。 

【考え方】 

○ パブリックコメント制度は，その一連の過程を通じて市と市民との間で情報が共有化され，

市民意見を反映することにより，より一層の市民参画の促進が図られるとともに，政策形成過

程を明らかにするという，市政の公平性，透明性の確保にもつながる重要なしくみです。こう

した点を踏まえ，本市でも「パブリックコメント手続き（市民意見提出手続き）に関する指針」

により実施している本制度を更に強化し，新たな条例を定める旨を，自治基本条例において明

確に位置付けるものです。 

 

『住民投票』 

 

（住民投票の実施） 

○ 市長は，市政に関し特に重要な事案について，広く市民の意思を把握するため，事案ごとに

条例で定めるところにより，住民投票を実施することができます。 

○ この条例は，それぞれの事案に応じ，投票に付すべき事項，投票の手続き，投票資格要件そ

の他住民投票の実施に必要な事項を定めるものとします。 

○ 市議会及び市長は，住民投票の結果を尊重します。 

 

（住民投票の請求） 

○ 本市に住所を有する年齢２０歳以上の者（永住外国人を含みます。）は，その総数の５０分

の１以上の者の連署をもって，その代表者から，市長に対して住民投票の実施を請求すること

ができます。 

○ 市長は，この請求があった場合は，これに意見を付し，議会に付議します。 

 

 

【趣 旨】 

  ここでは，政策決定に関わるしくみとして「住民投票制度」に関する事項を規定するものです。

「住民投票制度」は，市政に関し特に重要な事案について市民が直接的に行政に対して意思表明

を行い，その意思決定に参加することができるという，間接民主主義を補完するしくみといえま

す。 

当委員会としては，将来的には，常設型の住民投票制度が必要であると考えますが，現段階で

は，どのような事案が住民投票に馴染むのかを研究していく必要があることから，当面は，請求

要件が低い（一般的に，請求権者の総数の５０分の１とする規定が多い。）非常設型（個別型）

とし，経験を積んでいくことが必要と判断し，そのしくみの大綱を示したものです。 
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【考え方】 

○ 第１項から第３項は，住民投票の実施について規定したものであり，このうち第１項では，

この条例で定める住民投票の実施者は，市長であることを明示しています。 

   この条例で定める住民投票は，この条例を根拠としたもの（諮問型）としており，市民の総

意を把握する目的で実施することから，その実施者を市長と定めるものです。 

   また，「事案ごとに条例で定めるところにより」とは，この住民投票制度が常設型ではなく，

事案ごとにその都度設置されるものであることを示しています。 

○ 第２項では，この住民投票が任意のものであることから，住民投票を規定する条例に盛り込

むべき基本的事項を列挙したものです。 

○ 第３項については，住民投票が議会の議決を経て実施されるものであり，その結果について

は民意を直接に反映しているものであるという点を踏まえ，法的拘束力はない諮問型の制度で

はありますが，市民参画を保障する究極のしくみとしての趣旨を生かし，その結果を市長・議

会が尊重すべきことを明示しています。 

○ 第４項及び第５項は，住民投票の請求について規定したものです。議会及び市長についても，

発議権がありますが，地方自治法で規定している条例制定権の行使であることから，あえて規

定は行っておりません。 

 

『協働の推進』 

 

○ 市は，市民との協働を推進するためのしくみを整備します。 

○ 市は，市民との協働を推進するため，必要な情報の収集・提供,交流の支援,相談,研修機会

の提供を行う場と機会の確保に努めます。 

○ 市は，協働の推進に当たっては，市民の自発的な活動を支援するよう努めます。ただし，市

の支援は，市民の自主性・自立性を損なうものであってはなりません。 

 

 

【趣 旨】 

多様化する地域課題や市民ニーズに対し，行政だけで取り組むことが困難な状況である一方，

市民の参加意識は高まり，ＮＰＯをはじめとする様々な市民活動が活発化しています。 

そこで，市民，事業者，市が，こうした活動の重要性を認識し，「市民主体の市政」の実現に

向け，お互いの理解と信頼関係のもとで協働を積極的に進めることを明示するものです。 

【考え方】 

○ 第１項は，市民との協働を推進するためのしくみを整備することを総括的に明示したもので

す。全体の枠組みとしては，既に「新潟市社会貢献活動推進基本方針」を策定しているほか，

現在，「市民協働事業基本指針」等の策定作業が進められています。 

○ 第２項は，第１項の整備方針を受けて，ＮＰＯなど協働の相手方（パートナー）を育成する

ため，市民活動支援センターの設置など具体的な支援の方法を規定するものです。 

○ 第３項は，協働するに当たっての市の支援を明示するとともに，基本的ルールとして「自主

性・自立性」を尊重する旨規定したものです。これまでにも，市民活動を促進するための環境

整備や市民活動との協働に向けた各種の施策をいろいろな形で進めてきたところですが，自治

基本条例中に明示することにより，こうした施策の拠り所とすることができます。 

「市の支援は，市民の自主性・自立性を損なうものであってはなりません。」とは，市は支

援を名目として，市民の自主性・自立性を制限してはならないことのほか，団体の活動がその

支援に依存するような形態の支援を行ってはならないという両面を踏まえて規定したものです。 
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第３節 信頼性・公正性・効率性確保のしくみ 

第３節では，第１節の市政運営の基本原則を踏まえ，自主性・自立性を有する自治体としての

自己革新の実現を目指し，政策方針の明確化を図るため，政策形成のそれぞれの過程における市

政運営の基本となるしくみ，具体的な制度を規定します。 

 

『法令遵守及び倫理の保持』 

 

○ 市は，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条例」で定めるところにより，職員の職

務にかかる法令等の遵守及び倫理の保持のための体制整備を図り，公正な職務の遂行を確保す

ることで，市民の負託に応え，信頼される市政を確立し，市民の利益を保護します。 

 

 

【趣 旨】 

  市民の信頼と公正性を確保するしくみとして，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条

例」いわゆるコンプライアンス条例を確認的に規定したものです。 

 

『適正な行政手続きの確保等』 

 

○ 市は，市民の権利利益の保護に資するため，「新潟市行政手続条例」その他の制度を整備す

ることにより，処分，行政指導及び届出等の手続きの適正を図り，行政運営における公正の確

保と透明性の向上を推進します。 

○ 市は，「新潟市個人情報保護条例」で定めるところにより，個人情報を適正に取り扱い，個

人の権利利益を保護します。 

 

 

【趣 旨】 

行政運営における公正の確保と透明性の向上を図る上で欠かせない基本的な制度として，行政

手続条例等に基づく適正な行政手続きの確保を本条例において改めて位置づけたものです。 

また，公正で開かれた市政を実現する上で欠かせない基本的な制度として，個人情報保護条例

に基づく個人情報保護制度を本条例において改めて位置付けたものです。 

【考え方】 

○ 行政手続きに関するルールをあらかじめ市民に明らかにすることは，行政の透明性を図る上

で基本的な要請です。そのため，既に個別条例等において制度化が図られている行政手続きの

明確化について，市政における重要なしくみとして改めて明示するものです。 

○ 市が収集し，保有する個人情報の取扱いに係る基本的な事項を明らかにすることは，市政の

透明性を確保し，市民からの市に対する信頼を深める上で大きな影響を与えるものであること

を踏まえ，本条例に位置付けるものです。 

 

『市民の権利利益の保護』 

 

○ 市は，市民の権利利益の保護を図るため，市政に関する市民からの相談，意見，要望，苦情

等に対して迅速かつ誠実に対応します。 

○ 市は，市政の運営について，公正かつ中立的な立場から監視等を行う第三者機関の設置その

他の不利益救済のしくみを整備します。 
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【趣 旨】 

自治基本条例を最高規範と位置付けていることを踏まえれば，市民の権利侵害に対する何らか

の司法救済に係る規定が求められるところですが，司法権が地方自治の内容となっていない現行

制度上，自治体が直接的に果たし得る役割は限られているといえます。 

しかしながら，既存の法令等に基づき行われている各種の審査会等の紛争処理機能など，市民

の権利救済や紛争解決に果たす自治体の機能は決して小さなものではありません。 

こうしたことから，市民の権利利益の保護に係る自治体の持つ機能を規定したものです。 

【考え方】 

○ 第１項は，市民の権利利益の保護に関する総則的な規定として，市民からの相談等への対応

義務について明示するものです。 

○ 第２項は，市民の権利利益を保護することを目的として，第三者機関（いわゆる「公的なオ

ンブズマン」を想定）の設置をはじめとする不利益救済のしくみの整備を規定するものです。 

ここで「第三者機関の設置」とは，紛争の終局的な解決を目指すものというよりも，総合的

な相談等の処理を行うために，執行機関から中立的な立場で，専門的な知識，経験を基に一定

の調査，判断等を行い，その結果，必要な改善の勧告や意見表明等を行い得る機関を想定して

います。本市においては，現在，設置している「新潟市行政評価委員会」がこれに当たるもの

ですが，こうした機関をこの条例で規定することは，総合的行政を推進する上でも大きな意味

があるものと思われます。 

  また，その他個別条例によって設置されている特定分野における不利益救済機関としては，

情報公開・個人情報保護審査会，消費者苦情処理委員会，男女共同参画苦情処理委員などの制

度もあることから，これらを含め「その他の不利益救済のしくみ」と表現しています。 

 

『行政評価等』 

 

○ 市は，市政運営を効率的かつ効果的に行うとともに，市政の透明性を高め，市民への説明責

任を果たすため，市民の視点に立脚し，行政評価を実施します。 

○ 市は，行政評価の結果を市民に公表するとともに，市の施策や事業等に反映するよう努めま

す。 

○ 市長は，外郭団体（市が設立した土地開発公社及び資本金，基本金その他これらに準ずるも

のの４分の１以上を出資している法人を言います。）の円滑な運営及びこれに関連する市の事

務事業の適正な執行を図るため，市の関与の妥当性，外郭団体の経営状況等を評価し，必要に

応じて指導又は改善要請を行います。 

 

 

【趣 旨】 

行政評価は，効率的かつ効果的な行政運営を行うためのしくみであり，市民本位で成果重視の

行政運営への転換を図るとともに，市政の透明性を高め，市民への説明責任を果たすものである

ことを踏まえ，本条例に位置付けるものです。 

また，外郭団体については，市の関与の在り方や外郭団体の経営健全化に関するルールをあら

かじめ市民に明らかにすることは，市民に信頼される市政の確立，市民の利益保護の上で基本的

な要請です。 

そこで，市はその関与の妥当性及び外郭団体の経営状況等を評価し，外郭団体に対して改善を

促す一連のしくみをここに明示するものです。 

【考え方】 

 ○ 第３項において規定する出資法人等については，地方自治法で長の調査権，監査などの関与
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が認められており，これらの法的権限を踏まえて，必要な措置を要請するものです。 

 

『外部監査』 

 

○ 市は，適正で，効率的かつ効果的な行政運営を確保するため，監査委員による監査のほか，

「新潟市外部監査契約に基づく監査に関する条例」で定めるところにより，外部監査を実施

します。 

 

 

【趣 旨】 

  市は，適正で効率的かつ効果的な行財政の運営を確保するため，内部の監査とは別に，地方自

治法で定める「外部監査制度」を活用し，外部監査を実施する旨，確認的に規定したものです。 
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第４章 区における住民自治 

市町村合併，政令指定都市への移行と，本市の行政制度は大きな変革時期を迎えます。 

合併に対する地域住民の不安を解消し，新市の一体性を保ちながら，地域の課題を効果的に解決

するためには，地域のことは，地域で考え，解決できるしくみを作るとともに，都市内分権を推進

することで，地域の特性に応じて，地域の特色を活かしたまちづくりの実現を図ることも必要です。 

ここでは，このような背景を踏まえ，第１章の自治の基本理念に示されている「補完性の原理」

及び自治の基本原則で掲げられた「自立の原則」から，政令指定都市における区制度における住民

自治に関するしくみを明示するため，この章を設置したものです。 

 

 第１節 区における行政運営 

 

 

○ 市長は，地域における特色あるまちづくりを推進するため，市民参画の下で，区における総

合的な計画を策定し，実施します。 

○ 区役所は，市民に身近な行政サービスを提供し，自立した地域社会を築くため，以下の役割

を担います。 

 ① 地域のまちづくりの拠点として，地域の課題を発見し，迅速，的確な解決を図ること。 

 ② 市民協働の拠点として，自主的・自立的な地域活動や非営利活動を支援すること。 

 ③ 市民に必要な公共サービスを効果的，効率的かつ総合的に提供すること。 

○ 市長は，区役所がその分権型の政令指定都市における役割を発揮できるよう，組織や予算執

行など必要な体制を整備します。 

 

 

【趣 旨】 

  政令指定都市への移行に伴い，分権型政令市における区における行政運営の基本，区役所の役

割を明示し，その役割を発揮するための組織，予算等の体制の整備を規定するものです。 

【考え方】 

 ○ 第１項は都市内分権を進め，多様化する市民ニーズに適切に対応するために，各区において

も市民参画の基で，その特色を生かした区ビジョンを策定し，総合的・計画的に施策を実施す

ることを規定するものです。 

 ○ 第２項は，都市内分権の推進の観点から，区制施行後，地域に身近な行政サービスを提供す

る区役所について，その役割を具体的に規定したものです。本条例に定める基本理念や基本原

則に基づき，市民の自主的・自立的な活動を支援するため，区役所には，地域の課題を解決す

るための市民の参画と協働の拠点としての機能が求められます。 

 ○ 第３項は，区のまちづくりの拠点としての機能を区役所が果たせるよう，組織，執行体制を

整備することを明示したものです。 
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 第２節 地域協働の推進 

 

『地域住民及び地域コミュニティの役割』 

 

○ 地域住民（一定の区域内に住所を有する人，その区域内で働き，若しくは学ぶ人又はその区

域内において事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。）は，地域自治の担い

手であることを認識し，これを守り育てるよう努めます。 

○ 地域住民は，地域コミュニティ（地域における多様なつながりを基礎とした自主的な団体，

組織及び集団をいいます。）が，地域の課題の解決及び住民相互の連携を図る活動を行う場合

には，自らその活動に参加し，又は協力するよう努めます。 

○ 地域コミュニティは，自らの行動に責任を持ち，自主的・自立的な活動を行います。 

 

 

【趣 旨】 

  市民は，市民主体の市政である市民自治を推進し，自助，共助，公助といった補完性の原理に

基づき，地域の課題を解決するため，自主的に行動することが求められています。本項は，本条

例に定める自立の原則を踏まえ，地域住民及び地域コミュニティの役割を規定するものです。 

【考え方】 

○ 地域社会は，当該区域に居住する者だけでなく，そこで働く人や学ぶ人など多様な主体によ

り構成されるものであることから，本条例で規定する市民の定義を踏まえ，これらを総称して

「地域住民」と表現しています。 

 ○ 地域課題を解決する第一義的な主体は地域住民であり，その意味で，それぞれの地域住民が

中心となって考え，行動することが重要です。これを受けて，第１項から第３項は，本条例の

基本理念に基づき，市民主体の市政を推進するため，地域住民の協働の推進について規定して

います。 

 ○ 第２項における地域コミュニティとは，コミュニティ協議会にとどまらず自主・自立の精神

風土や互恵を基本として地域自治を担ってきた地縁の共同体など幅広い概念で規定していま

す。 

 

『市の役割』 

 

○ 市は，地域コミュニティの公益的役割を認識し，その活動を尊重します。 

○ 市は，地域コミュニティが，市と協働して地域における新たな公共サービスを担う活動を行

う場合には，公共性，公平性及び必要性を総合的に判断して，その活動に対して支援を行いま

す。ただし，市の支援は，地域コミュニティの自主性・自立性を損なうものであってはなりま

せん。 

 

 

【趣 旨】 

    ここでは，地域住民だけでは解決できない地域課題に取り組む地域コミュニティへの市の支援

を明示するものであり，今後の協働に関する施策を進める上で拠り所となるものです。 

【考え方】 

○ 基本的な考え方は「第３章 市政運営における基本原則 第２節 参画と協働のしくみ」に

おいて示したとおりですが，同様の考え方を，地域コミュニティに特定して，明示したもので

す。 
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○ 第２項は，地域コミュニティが市と協働して地域における新たな公共サービスを担う活動を

行う場合には，その活動に対して必要な支援を行うことを明示したものです。 

 「新たな公共サービス」とは，これまでに実施していないという意味での「新たな」公共サー

ビスという意味と旧来行政が実施してきた公共サービスを「地域協働」という「新たな」手法

を用いて実施するものの両方を意味しています。 

市は，地域コミュニティがこのような地域の新たな公共サービスの担い手として，先導的役

割を期待し必要な支援を行うものです。 

 

『区自治協議会の役割』 

 

○ 区自治協議会は，「新潟市区自治協議会条例」で定めるところにより，地域課題に取り組む

地域住民と市との協働の要としての機能を担います。 

 

 

【趣 旨】 

  ここでは，地域住民だけでは解決できない地域課題について，行政と住民が協議し決定するし

くみとして，協働のための推進組織の役割を規定するものです。 

【考え方】 

○ 地方自治法第252条の20第６項に規定する地域協議会を，「新潟市区自治協議会条例」にお

いて，区自治協議会として設置するものであり，その重要性を鑑み本条例において区自治協議

会が担う協働の要の役割を明示するものです。 

○ なお，具体的な区自治協議会の設置根拠や組織運営については，「新潟市区自治協議会設置

条例」で定めるところによります。 
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第５章 国及び他の地方公共団体等との協力 

 

 

○ 市は，対等な立場で国及び県と相互に協力し，市民自治の確立に努めます。 

○ 市は，他の地方公共団体と共通する課題に対しては，積極的に連携・協力し，その解決に努

めます。 

○ 市は，国際社会に果たす役割を認識し，広く国際社会との交流及び連携に努めます。 

 

 

【趣 旨】 

  本章は，地方分権改革により，国と都道府県，市町村が「対等・協力」の関係にあると位置付

けられたこと及び本州日本海側初の政令指定都市に移行する本市の特性を踏まえ，国際社会に果

たすべき役割を自覚し，改めてそれぞれとの関係についての基本的な考え方を明示すものです。 

【考え方】 

○ 第３項は，本市が本州日本海側唯一の政令指定都市であることや地理的特性を踏まえ，東ア

ジアの対岸諸国を中心とした国際社会に果たす役割を認識し，国際交流や国際的な連携に努め

る必要があることを明示したものです。 

 

見直し規定について 

自治基本条例は，実質的な最高規範性を有するものですが，憲法のように容易に改正できないも

の（硬性条例）として位置づけるのではなく，市民ニーズや社会情勢の変化に合わせて自治の制度

やしくみを見直していく必要があるため，比較的容易に改正が可能なもの（軟性条例）として考え

る必要があります。 

こうした性格を踏まえ，見直し規定の必要性を検討するものです。 

 

 

○ 市は，この条例の施行後５年以内に，この条例の施行の状況について検討を加え，その結

果に基づいて必要な見直しを行うものとします。 

 

 

【趣 旨】 

自治基本条例を軟性条例として捉えるならば，必要に応じて何時でも改正が可能なものにして

おく必要があり，継続的な見直し期間の設定，そのための検討組織については，規定しないことと

いたしましたが，制定後の最初の期間に限っては，政令市以降後の実態を踏まえ，一定期間内（５

年以内）に検証を行う必要があることから，補足的に規定することといたしました。 
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資料２ 

委員会素案（原案との比較及び変更等の理由） 

原 案 自治基本条例検討市民委員会素案 
第１章 総則 
 
【目 的】 

○ この条例は，本市における自治の基本理念及び原則を示すとともに，市

民，議会及び市長などの役割や責務等を明らかにし，市政運営の諸原則を

定めることにより，市民自治の確立を図ることを目的とします。 

 
 
 
 
 
【用語の定義】 

○ この条例において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ以下のとおりで

す。 

① 市民 本市の区域内に住所を有する人，本市の区域内で働き，若しく

は学ぶ人又は本市の区域内において事業活動その他の活動を行う人若し

くは団体をいいます。 

 

 

② 参画 市政に主体的にかかわり，行動することをいいます。 

③ 協働 市民と市が対等な立場で，相互の立場や特性を理解し，目的を

共有し，連携・協力することによって，共通する課題の解決にあたるこ

とをいいます。 

 
 
 
 

第１章 総則 
 

【目 的】 

○ この条例は，新潟市における自治の基本理念及び原則を示すとともに，

市民の権利や責務，議会及び市長等の役割や責務を明らかにし，市政運営

の諸原則を定めることにより，市民自治の確立を図ることを目的とします。 

 

理由：①表現のやわらかさ（「本市」⇒「新潟市」） 

   ②重要な用語の明示（第2章の標題との関係⇒市民の「権利」を追加） 

   ③用語の使用方法（「など」⇒「等」） 

 

【用語の定義】 

○ この条例において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ以下のとおりで

す。 

① 市民 市内に住所を有する人，市内で働き，若しくは学ぶ人又は市内

において事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。 

 

② 市長等 市長その他の執行機関及び公営企業管理者をいいます。 

③ 市 議会及び市長等をいいます。 

④ 参画 市政に主体的にかかわり，行動することをいいます。 

⑤ 協働 市民と市が対等な関係で，相互の立場や特性を理解し，目的を

共有し，連携・協力することをいいます。 

 
理由：①わかりやすさ（「本市の区域内」⇒「市内」） 

   ②重要な用語の定義（「市長等」，「市」の定義を追加） 

   ③定義の仕方（目的まで含めるのは定義の役割を超えている。⇒原案

下線部を削除） 
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【条例の位置づけ】 

○ この条例は，本市の自治の基本を定めるものであり，市は，自治の運営

に関し他の条例，規則その他の規程によって制度を設け，又は実施しよう

とする場合は，この条例の趣旨やこの条例に定める事項を最大限に尊重し

ます。 

 
 
 
 
 
 
【基本理念】 

○ 市民及び市は，次に掲げる基本理念により市民自治の確立を目指します。

① 個人の尊厳と自由が尊重され，公正で開かれた，市民主体の市政を実

現すること。 

② 地域の特性や独自性を尊重した地域自治を推進すること。 

 
 
 
【自治の基本原則】 

○ 市民及び市は，次に掲げる原則により，自治運営を行います。 

① それぞれの果たすべき役割と責任を分担し，自らを律し，自主的・自

立的に行動すること。 
② 市政に関する情報を共有すること。 

③ 市民参画の下で市政の運営を行なうこと。 

④ 協働して公共的課題の解決に当たること。 

 

 

 

 

 

 

【条例の位置づけ】 
○ この条例は，新潟市の自治の基本を定めるものであり，市は，自治の運

営に関し，他の条例等を制定し，改廃しようとする場合は，この条例との

整合を図ります。 

 

理由：①表現のやわらかさ（本市⇒新潟市） 

   ②改廃が含まれていない。全体に表現を簡潔に，「尊重」の意味を明

確にしたほうが良い。（原案下線部を「改廃」を含め簡潔に表現） 

付帯意見 前文でこの条例の最高規範性を表現することとし，ここでは，「最

高規範」という用語は用いない。 
 
【基本理念】 
○ 市民及び市は，次に掲げる基本理念により市民自治の確立を目指します。 

① 個人の尊厳と自由が尊重され，公正で開かれた，市民主体の市政を推

進すること。 

② 地域の特性や独自性を尊重した地域自治を推進すること。 

 

理由：②との表現の統一，継続性を表現する。（「実現」⇒「推進」） 

 

【自治の基本原則】 

○ 市民及び市は，それぞれの果たすべき役割と責任を分担し，自らを律し，

自主的・自立的に行動するとともに，次に掲げる原則により，自治運営を

行います。 

① 市政に関する情報を共有すること。 

② 市民参画の下で市政の運営を行なうこと。 

③ 協働して公共的課題の解決に当たること。 

 

理由：原案①と②から④を同列に置くことに違和感がある。（①を本文中に含

め修正） 
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第２章 各主体の責務 

第１節 市民 

 

【市民の権利と責務】 

○ 市民は，市政に関する情報を知ることや，市民自治の担い手として市政

に参画することができます。 

 

 

 

 

 

○ 市民は，自らの責任と役割に基づき，自らを律し，公共の福祉，次世代

への影響に配慮した自主的な活動を行うとともに，その意思に基づき，市

政への参画を通して市民自治の確立に取り組みます。 

 
 
 
 
 
○ 市民は，市政への参画・協働に当たっては，総合的視点に立ち，自らの

発言と行動に責任を持たなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 各主体の責務 

第１節 市民 

 

【市民の権利と責務】 

○ 市民は，市政に関する情報を知る権利並びに市民自治の担い手として，

政策の形成，執行及び評価の過程に参画する権利を有します。 

 

理由：①第 1項を権利として明確化（こと⇒「権利」） 
②参画する権利の範囲の明確化（「市政に」⇒「政策の形成，執行及び

評価の過程に」） 
 

○ 市民は，自らの責任と役割に基づき，公共の福祉，次世代への影響に配

慮した自主的な活動を行うとともに，その意思に基づき，市政への参画を

通して市民自治の確立に取り組みます。 

 

理由：第 2項の「自らを律し」は，基本原則に規定されていること，他の主
体の責務には規定していないことから削除すべきである。（⇒「自らを律

し」を削除） 
 
○ 市民は，市政への参画・協働に当たっては，総合的視点に立ち，自らの

発言と行動に責任を持たなければなりません。 
 

（規定の追加） 
【事業者等の社会的責任】 
○ 事業者等（市内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。）は，地

域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し，地域社会との調和を

図り，暮らしやすい地域社会の実現に寄与するよう努めるものとします。 
 
理由：事業者等も市民の一員として定義していることから，市民の権利や責

務が適用されるが，事業者等の団体の持つ影響力は，個人としての市民

と比較して大きいことから，更に抜き出してその社会的責任を規定する

ものである。 
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第２節 市議会（議会案） 

 

【議会の役割及び責務等】 

○ 議会は，本市の意思を決定する機関としての責任を自覚するとともに，

執行機関を監視する機関として，その役割を果たし，市勢の進展及び市民

自治の推進に努めます。 
○ 議会は，市民の意思を的確に把握し，政策の形成に反映させなければな

りません。 
○ 議会は，政策形成機能の充実を図るため，積極的に調査研究を行うとと

もに，市民及び専門家等の知見を生かすよう努めなければなりません。 
 

【市民に開かれた議会】 
○ 議会は，議会活動について市民に対する説明責任を果たすために会議を

公開し，及び議会の保有する情報を積極的に提供するなど，開かれた議会

運営を行わなければなりません。 
 

 

 

 

【議員の役割及び責務】 
○ 議員は，この条例に定める議会の役割及び責務を果たすため，自らの役

割を深く自覚し，政治倫理の確立に努めるとともに，公正かつ誠実に職務

を遂行しなければなりません。 
○ 議員は，多様な市民の意見・要望を集約し，総合的な視点に立って市政

に反映させることを行動の指針としなければなりません。 
○ 議員は，議会における審議及び政策立案活動の充実を図るため，調査研

究活動等を通じ，不断の研鑽に努めなければなりません。 
 

 

 

 

 

第２節 市議会 

 

【議会の役割及び責務等】 

○ 議会は，本市の意思を決定する機関としての責任を自覚するとともに，

執行機関を監視する機関として，その役割を果たし，市勢の進展及び市民

自治の推進に努めます。 
○ 議会は，市民の意思を的確に把握し，政策の形成に反映させなければな

りません。 
○ 議会は，政策形成機能の充実を図るため，積極的に調査研究を行うとと

もに，市民及び専門家等の知見を生かすよう努めなければなりません。 
 

【市民に開かれた議会】 
○ 議会は，議会活動について市民に対する説明責任を果たすために会議を

公開し，及び議会の保有する情報の共有化を図るなど，開かれた議会運営

を行わなければなりません。 
 

理由：議会の恣意性を排除（「情報を積極的に提供する」⇒「情報の共有化

を図る」） 

 

【議員の役割及び責務】 
○ 議員は，この条例に定める議会の役割及び責務を果たすため，自らの役

割を深く自覚し，政治倫理の確立に努めるとともに，公正かつ誠実に職務

を遂行しなければなりません。 
○ 議員は，多様な市民の意見・要望を集約し，総合的な視点に立って市政

に反映させることを行動の指針としなければなりません。 
○ 議員は，議会における審議及び政策立案活動の充実を図るため，調査研

究活動等を通じ，不断の研鑽に努めなければなりません。 
（第 4項を追加） 
○ 議員は，市民に開かれた議会運営の実現に寄与するための活動を行うよ

う努めます。 
 

理由：議員としても，開かれた議会運営を進めるよう努力する必要がある。 



- 5 - 

第３節 市長等 

 

【市長の責務】 

 

 

 

 

○ 市長は，市民福祉の増進を図るため，この条例に基づいて市民自治を推

進するとともに，公正かつ誠実に自治を運営しなければなりません。 
○ 市長は，地域の資源を最大限に活用して，市政の運営に必要な財源の確

保を図るとともに，最少の経費で最大の効果を挙げる市政運営を行わなけ

ればなりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 市長は，公平かつ効率的で，質の高い行政サービスの提供を図り，市民満
足度の向上に努めなければなりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３節 市長等 

 

【市長等の役割及び責務】 

 

理由：代表者としての市長の他，市長を含む執行機関等の役割・責務を規定

する必要がある。（標題の変更：「市長の責務」⇒【市長等の責務】） 

 

○ 市長は，市民福祉の増進を図るため，この条例に基づいて市民自治を推

進するとともに，公正かつ誠実に自治を運営しなければなりません。 
○ 市長は，地域の資源を最大限に活用して，市政の運営に必要な財源の確

保を図るとともに，最少の経費で最大の効果を挙げる市政運営を行わなけ

ればなりません。 
 
（第 3項を追加） 
○ 市長等は，自らの判断と責任においてその所掌する事務を誠実に執行す

るとともに，相互の連携を図り，一体として，行政機能を発揮します。 
 

理由：執行機関等の役割を規定（地方自治法の規定を基に，確認的に規定す

る。） 

 

○ 市長等は，公平かつ効率的で，質の高い行政サービスの提供を図り，市

民満足度の向上に努めなければなりません。 
 

理由：執行機関等の責務規定を設けたことから，市長の責務を，執行機関等

の責務に変更したため（「市長」⇒「市長等」） 
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【職員の責務】 

○ 職員は，公正かつ誠実に職務を遂行し，市民とともに市民自治を推進し

なければなりません。 

○ 職員は，法令を遵守し，違法若しくは不当の事実がある場合には，これ

を放置し，又は隠すことなく適正に対応しなければなりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 職員は，職務に関し，不断の研鑽に努めるとともに，施策の効果を最大

限発揮できるよう創意をもって職務の遂行に当たらなければなりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【職員の責務】 

○ 職員は，公正かつ誠実に職務を遂行し，市民とともに市民自治を推進し

なければなりません。 

○ 職員は，法令及び条例等（以下「法令等」という。）を遵守し，違法若し

くは不当の事実がある場合には，これを放置し，又は隠すことなく適正に

対応しなければなりません。 
 
理由：用語の使い方（コンプライアンス条例では，法令の定義に条例等を含 

めているが，一般的には法令には条例等（条例，規則など）を含まない

定義も多く，その整合を図る必要がある。） 

  （「法令」⇒「法令及び条例等」） 

なお，第 3章第 3節でも同義で使用するため，以下「法令等」と表現

することとした。 

 
○ 職員は，職務に関し，不断の研鑽に努めるとともに，施策の効果を最大

限発揮できるよう創意をもって職務の遂行に当たらなければなりません。 
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第３章 市政運営 
 第１節 市政運営の基本原則 

 

【市政運営】 
○ 市は，個性豊かで持続可能な地域社会を実現するため，地域資源を最大

限活用するとともに，市の将来像を示す計画を策定し，選択と集中を基本

とした施策展開を図ります。 
 

 

 

○ 市は，健全で持続可能な市政を実現し，もって，市民福祉の増進を図る

ため，次に掲げる事項を基本として，市政運営を行います。 

 ① 市民が広く市政に参画できる機会の確保に努め，市民の意思を市政に

反映させること。 

 ② 市民の自主的な活動を尊重するとともに，市民との協働による施策，

事業等の推進を図ること。 

 ③ 市民に信頼される市政運営を進めるため，公正性の確保及び透明性の

向上を図ることにより，市民の権利利益の保護を図ること。 

④ 施策，事業等について，効率的かつ効果的に行い，その立案，実施及

び評価の各段階において，市民に分かり易く説明すること。 

○ 市の組織は，社会経済情勢の変化や多様化する地域課題に迅速かつ的確

に対応するため，不断の見直しを行なうとともに，簡素で効率的なものと

します。 

 

【財政運営】 
○ 市長は，経費節減に取り組むことにより健全財政の確保に努め，効率的

かつ重点的に市の行政を担います。 
○ 市長は，行政サービスを受ける市民の負担の適正化及び社会資本整備等

における世代間の負担の公平化が図られるよう，適切な財政政策を進めま

す。 
○ 市長は，予算，決算その他の財政に関する事項を公表し，市民に分かり

易い方法により説明します。 

第３章 市政運営 
 第１節 市政運営の基本原則 

 

【市政運営】 
○ 市は，個性豊かで持続可能な地域社会を実現するため，地域資源を最大

限活用し，市の将来像を示す計画を策定して，施策展開を図ります。 
 
理由：原案の「選択と集中」は，現状の社会経済情勢から必要とされる政治

的事項である。（「選択と集中を基本とした」⇒削除） 
 
○ 市は，健全で持続可能な市政を実現し，もって，市民福祉の増進を図る

ため，次に掲げる事項を基本として，市政運営を行います。 

① 市民が広く市政に参画できる機会の確保に努め，市民の意思を市政に

反映させること。 

 ② 市民の自主的な活動を尊重するとともに，市民との協働による施策，

事業等の推進を図ること。 

 ③ 市民に信頼される市政運営を進めるため，公正性の確保及び透明性の

向上を図ることにより，市民の権利利益の保護を図ること。 

④ 施策，事業等について，効率的かつ効果的に行い，その立案，実施及

び評価の各段階において，市民に分かり易く説明すること。 

○ 市の組織は，社会経済情勢の変化や多様化する地域課題に迅速かつ的確

に対応するため，不断の見直しを行なうとともに，簡素で効率的なものと

します。 

 

【財政運営】 
○ 市長は，経費節減に取り組むことにより健全財政の確保に努め，効率的

かつ重点的に市の行政を担います。 
○ 市長は，行政サービスを受ける市民の負担の適正化及び社会資本整備等

における世代間の負担の公平化が図られるよう，適切な財政政策を進めま

す。 
○ 市長は，予算，決算その他の財政に関する事項を公表し，市民に分かり

易い方法により説明します。 
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第２節 参画と協働のしくみ 

 
【情報の提供等】 

○ 市は，「新潟市情報公開条例」で定めるところにより，市政に関する情

報を適正に開示し，市民の知る権利を保障するとともに，公正で透明な市

政の実現を図ります。 

○ 市は，市民が初期の段階から市政に参画し，協働することができるよう，

各施策の立案段階や政策形成過程の情報を積極的に提供するなど，市民と

の情報共有の効果的な推進を図ります。 

 
 
 
 
 
 
【附属機関の運営】 

○ 市は，附属機関の会議を原則として公開し，また附属機関の委員の一部

を市民からの公募により行なうなど，開かれた市政運営を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
【市民意見の提出手続き】 

○ 市は，政策形成過程における公正性の確保及び透明性の向上を図るとと

もに，市民の市政への参画を促進するため，市の重要な政策の立案等に当

たっては，事前に内容その他必要な情報を市民に公表し，市民からの意見

を求めます。 

 
 

第２節 参画と協働のしくみ 

 
【情報の公開等】 

○ 市は，次に掲げる事項に関し，「新潟市情報公開条例」で定めるところ

により，市民の知る権利を保障するとともに，市民との情報共有の効果的

な推進を図ります。 

 ① 市が保有する公文書の公開に関すること 

 ② 政策形成過程の情報の提供に関すること 

 ③ 審議会等の附属機関及び市長等が設置したこれに準ずる機関（以下「

附属機関等」という。）の会議の公開に関すること 

 ④ 市の出資法人及び指定管理者の情報公開に関すること 
 

理由：情報公開条例の改正に伴い，整合を図るため，新たに盛り込まれた事

項等も踏まえ，全面的な規定の見直しを行ったもの。 

 

【附属機関等の委員の公募】 

○ 市は，附属機関等の委員を可能な限り市民からの公募により選任します。 

 

理由：情報公開条例の改正に伴い，附属機関の会議の公開もこの条例に含ま

れることとなったため，前項の「情報の公開等」に含め，附属機関の委

員の公募のみを規定することとした。 

   また，「委員の一部を」では，一人でもいれば良いと消極的に解釈さ 

れないよう，できるだけ多くの市民参画を促す意味で修正を行った。（「一

部」⇒「可能な限り」） 

 

【市民意見の提出手続き】 

○ 市は，政策形成過程における公正性の確保及び透明性の向上を図るとと

もに，市民の市政への参画を促進するため，市の重要な政策の立案等に当

たっては，事前に内容その他必要な情報を市民に公表し，市民からの意見

を求めます。 
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【住民投票】 

（住民投票の実施） 

○ 市長は，市政に関し特に重要な事案について，広く市民の意思を把握す

るため，事案ごとに条例で定めるところにより，住民投票を実施すること

ができます。 

○ この条例は，それぞれの事案に応じ，投票に付すべき事項，投票の手続

き，投票資格要件その他住民投票の実施に必要な事項を定めるものとしま

す。 

○ 市議会及び市長は，住民投票の結果を尊重します。 

 

（住民投票の発議及び請求） 

○ 市議会議員は，法令の定めるところにより，議員定数の１２分の１以上

の者の賛成を得て住民投票を規定した条例を市議会に提出することによ

り，住民投票を発議することができます。 

○ 市長は，住民投票を規定した条例を市議会に提出することにより，住民

投票を発議することができます。 

○ 本市に住所を有する年齢２０歳以上の者（永住外国人を含みます。）は，

その総数の５０分の１以上の者の連署をもって，その代表者から，市長に

対して住民投票の実施を請求することができます。 

○ 市長は，この請求があった場合は，これに意見を付し，議会に付議しま

す。 

（第2項，第3項の追加） 

○ 市は，市民から提出された意見を十分考慮して意思決定を行うとともに，

その意見に対する市の考え方を取りまとめて公表します。 

○ 市民意見の提出手続きは，別に条例で定めます。 

 

理由：この規定は，いわゆる「パブリックコメント制度」について規定する

ものであるが，原案ではその重要な要素である，提出された意見の取り

扱いや公表が規定されていない。（第 2項の追加） 

また，その制度の導入については，行政手続法でも取り入れられ，行

政手続きの面からも，条例化が要請されるものである。（第 3項の追加） 

 

【住民投票】 

（住民投票の実施） 

○ 市長は，市政に関し特に重要な事案について，広く市民の意思を把握す

るため，事案ごとに条例で定めるところにより，住民投票を実施すること

ができます。 

○ この条例は，それぞれの事案に応じ，投票に付すべき事項，投票の手続

き，投票資格要件その他住民投票の実施に必要な事項を定めるものとしま

す。 

○ 市議会及び市長は，住民投票の結果を尊重します。 

 

（住民投票の請求） 

第 1項，第 2項を削除 

 

理由：第 1項及び第 2項は，地方自治法を確認的に規定したものであるが，

市民にとってわかりやすくという観点から，削除した。 

 

○ 本市に住所を有する年齢２０歳以上の者（永住外国人を含みます。）は，

その総数の５０分の１以上の者の連署をもって，その代表者から，市長に

対して住民投票の実施を請求することができます。 

○ 市長は，この請求があった場合は，これに意見を付し，議会に付議しま

す。 
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【協働の推進】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市は，市民との協働を推進するため，必要な情報の収集・提供,交流の支

援,相談,研修機会の提供を行う場と機会の確保に努めます。 

○ 市は，協働の推進に当たっては，市民の自発的な活動を支援するよう努

めます。ただし，市の支援は，市民の自主性・自立性を損なうものであっ

てはなりません。 

 
第３節 信頼性・公正性・効率性確保のしくみ 

 
【法令遵守及び倫理の保持】 

○ 市は，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条例」で定めるとこ

ろにより，職員の職務にかかる法令遵守及び倫理の保持のための体制整備

を図り，公正な職務の遂行を確保することで，市民の負託に応え，信頼さ

れる市政を確立し，市民の利益を保護します。 

 
 
 
【適正な行政手続きの確保等】 

○ 市は，「新潟市行政手続条例」で定めるところにより，処分，行政指導

及び届出に関し，適正な行政手続きを確保することで，公正性の確保と透

明性の向上を図ります。 

 

 

 

【協働の推進】 

（第１項を追加） 

○ 市は，市民との協働を推進するためのしくみを整備します。 
 

理由：原案では，個別の支援策のみが規定されているが，まず，全体として

のしくみの整備を規定する必要がある。この規定によって，既に策定さ

れている「新潟市社会貢献活動推進基本方針」や現在策定中の「市民協

働事業基本指針」等が位置づけられることになる。 

 

○ 市は，市民との協働を推進するため，必要な情報の収集・提供,交流の支

援,相談,研修機会の提供を行う場と機会の確保に努めます。 

○ 市は，協働の推進に当たっては，市民の自発的な活動を支援するよう努

めます。ただし，市の支援は，市民の自主性・自立性を損なうものであっ

てはなりません。 

 

第３節 信頼性・公正性・効率性確保のしくみ 

 
【法令遵守及び倫理の保持】 

○ 市は，「新潟市における法令遵守の推進等に関する条例」で定めるとこ

ろにより，職員の職務にかかる法令等の遵守及び倫理の保持のための体制

整備を図り，公正な職務の遂行を確保することで，市民の負託に応え，信

頼される市政を確立し，市民の利益を保護します。 

 
理由：「法令」の他，条例等の例規を含む。（「法令」⇒「法令等」） 
 
【適正な行政手続きの確保等】 

○ 市は，市民の権利利益の保護に資するため，「新潟市行政手続条例」そ

の他の制度を整備することにより，処分，行政指導及び届出等の手続きの

適正を図り，行政運営における公正の確保と透明性の向上を推進します。 
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○ 市は，「新潟市個人情報保護条例」で定めるところにより，個人情報を

適正に取り扱い，個人の権利利益を保護します。 

 
【市民の権利利益の保護】 

○ 市は，市民の権利利益の保護を図るため，市政に関する市民からの相談，

意見，要望，苦情等に対して迅速かつ誠実に対応します。 

○ 市は，市政に対する市民からの相談等に対する市の対応について，公正

かつ中立的な立場から評価を行うための第三者機関の設置その他の不利益

救済のしくみ等を整備するよう努めます。 

 
 
 

 

 

 

【行政評価等】 

○ 市は，市政運営を効率的かつ効果的に行うとともに，市政の透明性を高

め，市民への説明責任を果たすため，行政評価を実施し，その結果を市民

に公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

理由：行政手続きの確保は，「新潟市行政手続条例」以外にも，個別条例等

により定める必要があり，それらを包含する規定に修正。また，その範

囲を処分，行政指導及び届出以外にも拡大する必要がある。（「その他

の制度を整備すること」，「届出等の手続きの適正」を追加し，文章を

整理修正） 
 

○ 市は，「新潟市個人情報保護条例」で定めるところにより，個人情報を

適正に取り扱い，個人の権利利益を保護します。 

 
【市民の権利利益の保護】 

○ 市は，市民の権利利益の保護を図るため，市政に関する市民からの相談，

意見，要望，苦情等に対して迅速かつ誠実に対応します。 

○ 市は，市政の運営について，公正かつ中立的な立場から監視等を行う第

三者機関の設置その他の不利益救済のしくみを整備します。 
 
理由：原案では，対象範囲が狭すぎること，「評価」ではなく「監視」等を

行う機関と考えるべきこと，努力義務としている「整備」を義務化するこ

とが必要。（「市政に対する市民からの相談等に対する市の対応」，「評

価」，「整備するよう努めます」⇒「市政の運営」，「監視等」，「整備

します」） 
 
【行政評価等】 

○ 市は，市政運営を効率的かつ効果的に行うとともに，市政の透明性を高

め，市民への説明責任を果たすため，市民の視点に立脚し，行政評価を実

施します。 

○ 市は，行政評価の結果を市民に公表するとともに，市の施策や事業等に

反映するよう努めます。 

 

理由：行政評価の基本的視点として，「市民のための，市民参画による」仕

組みが必要。また，評価結果は，市の施策や事業等に反映されてはじめて

完結するものと考える。（「市民の視点に立脚し」を追加，「市の施策や

事業等に反映」を追加し，文章を整理） 
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○ 市長は，外郭団体（市が設立した土地開発公社及び資本金，基本金その

他これらに準ずるものの４分の１以上を出資している法人を言います。）

の円滑な運営及びこれに関連する市の事務事業の適正な執行を図るため，

市の関与の妥当性，外郭団体の経営状況等を評価し，必要に応じて指導又

は改善要請を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 市長は，外郭団体（市が設立した土地開発公社及び資本金，基本金その

他これらに準ずるものの４分の１以上を出資している法人を言います。）

の円滑な運営及びこれに関連する市の事務事業の適正な執行を図るため，

市の関与の妥当性，外郭団体の経営状況等を評価し，必要に応じて指導又

は改善要請を行います。 

 
（項目を追加） 
【外部監査】 
○ 市は，適正で，効率的かつ効果的な行政運営を確保するため，監査委員

による監査のほか，「新潟市外部監査契約に基づく監査に関する条例」で定

めるところにより，外部監査を実施します。 
 
理由：外部監査制度は，地方自治法に基づく制度であり，新潟市では，既に

「新潟市外部監査契約に基づく監査に関する条例」により制度化されてい

るが，信頼性・公正性・効率性の確保の重要なしくみであることから，確

認的に規定をすることとした。 
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第４章 区における住民自治 
 第１節 区における行政運営 

 
○ 市長は，地域における特色あるまちづくりを推進するため，市民参画の

下で，区における総合的な計画を策定し，実施します。 

○ 区役所は，市民に身近な行政サービスを提供し，自立した地域社会を築

くため，以下の役割を担います。 

 ① 地域のまちづくりの拠点として，地域の課題を発見し，迅速，的確な

解決を図ること。 

 ② 市民協働の拠点として，自主的・自立的な地域活動や非営利活動を支

援すること。 

 ③ 市民に必要な公共サービスを効果的，効率的かつ総合的に提供するこ

と。 

○ 市長は，区役所がその役割を発揮できるよう，組織や予算執行など必要

な体制を整備します。 

 
 
 
 
第２節 地域協働の推進 

 
【地域住民及び地域コミュニティの役割】 
○ 地域住民（一定の区域内に住所を有する人，その区域内で働き，若しく

は学ぶ人又はその区域内において事業活動その他の活動を行う人若しくは

団体をいいます。）は，地域自治の担い手であることを認識し，これを守

り育てるよう努めます。 
○ 地域住民は，地域コミュニティ（地域における多様なつながりを基礎と

した自主的な団体，組織及び集団をいいます。）が，地域の課題の解決及

び住民相互の連携を図る活動を行う場合には，自らその活動に参加し，又

は支援するよう努めます。 
○ 地域コミュニティは，自らの行動に責任を持ち，自主的・自立的な活動

を行います。 

第４章 区における住民自治 
 第１節 区における行政運営 

 
○ 市長は，地域における特色あるまちづくりを推進するため，市民参画の

下で，区における総合的な計画を策定し，実施します。 

○ 区役所は，市民に身近な行政サービスを提供し，自立した地域社会を築

くため，以下の役割を担います。 

 ① 地域のまちづくりの拠点として，地域の課題を発見し，迅速，的確な

解決を図ること。 

 ② 市民協働の拠点として，自主的・自立的な地域活動や非営利活動を支

援すること。 

 ③ 市民に必要な公共サービスを効果的，効率的かつ総合的に提供するこ

と。 

○ 市長は，区役所がその分権型の政令指定都市における役割を発揮できる

よう，組織や予算執行など必要な体制を整備します。 

 
理由：区役所が，分権型政令市の重要な役割を担うことから，その位置づけ

を明確にする必要がある。（「分権型の政令指定都市における」を追加） 
 
第２節 地域協働の推進 

 
【地域住民及び地域コミュニティの役割】 
○ 地域住民（一定の区域内に住所を有する人，その区域内で働き，若しく

は学ぶ人又はその区域内において事業活動その他の活動を行う人若しくは

団体をいいます。）は，地域自治の担い手であることを認識し，これを守

り育てるよう努めます。 
○ 地域住民は，地域コミュニティ（地域における多様なつながりを基礎と

した自主的な団体，組織及び集団をいいます。）が，地域の課題の解決及

び住民相互の連携を図る活動を行う場合には，自らその活動に参加し，又

は協力するよう努めます。 
○ 地域コミュニティは，自らの行動に責任を持ち，自主的・自立的な活動

を行います。 
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【市の役割】 
○ 市は，地域コミュニティの公益的役割を認識し，その活動を尊重します。 
○ 市は，地域コミュニティが，市と協働して地域における新たな公共サー

ビスを担う活動を行う場合には，公共性，公平性及び必要性を総合的に判

断して，その活動に対して支援を行います。ただし，市の支援は，地域コ

ミュニティの自主性・自立性を損なうものであってはなりません。 
 
【区自治協議会の役割】 

○ 区自治協議会は，「（仮称）新潟市区自治協議会条例」で定めるところ

により，地域課題に取り組む地域住民と市との協働の要としての機能を担

います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市の役割】 
○ 市は，地域コミュニティの公益的役割を認識し，その活動を尊重します。 
○ 市は，地域コミュニティが，市と協働して地域における新たな公共サー

ビスを担う活動を行う場合には，公共性，公平性及び必要性を総合的に判

断して，その活動に対して支援を行います。ただし，市の支援は，地域コ

ミュニティの自主性・自立性を損なうものであってはなりません。 
 
【区自治協議会の役割】 

○ 区自治協議会は，「新潟市区自治協議会条例」で定めるところにより，

地域課題に取り組む地域住民と市との協働の要としての機能を担います。 

 

理由：12月議会で，「新潟市区自治協議会条例」が制定されたため。 
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第５章 国及び他の地方公共団体等との協力 
 

○ 市は，国及び県と相互に協力し，市民自治の確立に努めます。 

 

 

 

 

 

○ 市は，他の地方公共団体と共通する課題に対しては，積極的に連携・協

力し，その解決に努めます。 

○ 市は，国際社会に果たす役割を認識し，広く国際社会との交流及び連携

に努めます。 
 
 
 

第５章 国及び他の地方公共団体等との協力 
 

○ 市は，対等な立場で国及び県と相互に協力し，市民自治の確立に努めま

す。 

 

理由：地方分権の考え方を明確に打ち出し，国，県との対等性を規定するこ

とが必要。 

 

○ 市は，他の地方公共団体と共通する課題に対しては，積極的に連携・協

力し，その解決に努めます。 

○ 市は，国際社会に果たす役割を認識し，広く国際社会との交流及び連携

に努めます。 

 

見直し規定について 

ここでは，見直しの期間及び見直し組織等の規定の必要性について，検

討を行い，自治基本条例は，改正が必要なときには，いつでも改正するこ

とができる条例（軟性条例）と捉えるべきであるとの考え方から，継続的

な見直し期間の設定，見直しの組織は規定しないこととしたが，制定後の

最初の期間だけは，政令市以降後の実態を踏まえ，検討を行う必要がある

ため 5年以内に見直しを検討する規定を設けることとした。 
 

○ 市は，この条例の施行後５年以内に，この条例の施行の状況について検

討を加え，その結果に基づいて必要な見直しを行うものとします。 
 
 
 
 
 
 
 


